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基調講演「教育フォーラム（第13 回 FD フォーラム）　第１部」

未来に生きる子どもたちのために
－教育改革の現状と展望－

安西　祐一郎

日本学術振興会理事長

　ご紹介いただきました安西祐一郎でございま
す。本日はお招きいただきまして、誠にありが
とうございます。まずは感謝を申し上げたいと
思います。今日は、高大接続システム改革を中
心にしてお話をさせていただきます。創価大学
でのお話ですので、ここにおられる皆様方には、
「当たり前ではないか」と思われることも多々
あるかと思います。ただ、日本全国の教育の状
況をみますと、なかなかそうは言えないという
こともございます。皆様には当然だと思われる
ことも多いかと思いますが、話を始めさせてい
ただきます。

不足している能力―対学生・対企業
　まずはスライドをご覧になってください。細
かい数字とグラフで恐縮ですが、これは経済産
業省の2010年のデータです。大学生が自分で

不足していると思っている能力、また企業から
見て学生に不足していると思っている能力、こ
れが一致しているかどうかを示しています。灰
色の棒グラフが企業から見て学生に不足してい
る能力、黒色の棒グラフは学生から見て自分で
不足していると思っている能力です。
グラフをご覧になってお分かりになりますよう
に、企業側は学生に対して、「主体性」「粘り強
さ」「コミュニケーション能力」といった内面
的な基本能力の不足を感じています。それに対
して学生は、「語学力」「業界に関する基礎知
識」「簿記」などの技術・スキル系の能力要素
が不足していると考えています。企業が「学生
に求める能力要素」と学生が「企業から求めら
れていると考えている能力要素」の間に大きな
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ギャップが存在していると言うことです。

既に身に付けている能力―対学生・対企業
　次も同じようなデータです。これは、学生が
既に自分で身に付けていると考える能力要素
と、企業から見て学生が既に身に付けていると
考える能力要素を比較したものです。前者が黒
色の棒グラフ、後者が灰色の棒グラフで示され
ています。これを見ますと、学生自身は「粘り
強さ」や「チームワーク力」を身に付けている
と考えているけれども、企業の方ではそのよう
に考えていません。逆に「ビジネスマナー」に
ついては、企業の方はむしろ学生が身に付け
ていると考えています。そのようなことが分
かるデータです。これらは統計データですの
で、個々の学生、個々の大学で色々な分布があ
ると思います。しかし、大雑把ではありますが、
2つのグラフを見て分かることがあるわけです。
それは社会の場では企業から見て、学生には主
体性などが不足していると見ており、逆に学生
はむしろ主体性は自分にはある、ないとは言え
ないと考えている、そういう明確な違いがある
ということです。

高校生の進路意識―将来に対する不安
　次のスライドをご覧になってください。ご存
じの方も多いと思いますが、高校生の進路意識
を国際比較したものです。日本、アメリカ、中
国、韓国を比較しますと、将来が不安だと感じ

ている高校生の割合が、日本と韓国では圧倒的
に多いわけです。統計データですので、個々の
高校生や大学生に当てはまるわけではありませ
んが、総じて、自分で何かを積極的にやってい
く主体性のようなものが、日本の高校生や大学
生には不足しているのではないかと読み取れる
わけです。

高大接続システム改革への取り組み
　次に、高大接続システム改革についてお話し
ます。高大接続といいましても、高校を卒業し
て就職する人たち、専門学校に行く人たち、あ
るいは不登校などで中退する人たちが相当いま
す。そういう人たちのことを忘れてしまうのは
いけないわけです。高校から大学に進学するこ
とが前提のような改革だと思われてしまいがち
なのですが、中教審での議論の際に注意してい
ましたのは、高校卒業後の進路が多様だという
ことです。
　現在、高大接続システム改革では高校のとこ
ろでテストを入れる、それから大学入学者選抜
のところで国レベルのテストを入れるという2
つのテストが議論されています。高校基礎学力
テストと大学入学希望者学力評価テストの2つ
です。このうち、基礎学力テストは高2と高3
で行なうという議論が進んでいますが、このテ
ストは高校生だけが受けるものなのか、高校生
以外は受けてはいけないものなのかという問題
があります。
　また、大学入学希望者学力評価テストは、セ
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ンター入試を廃止してどうするのかという議論
です。長い名前のテストですが、変わる可能性
が高いと思いますが、そこには入試という言葉
が入っていません。このテストについては高校
を卒業したばかりの人たちや予備校に通ってい
る人たちだけが受けるものなのか、いったん社
会に出た人たちは受けてはいけないのかという
問題があります。中教審答申を読みますと、誰
でも受けられると書いてあります。今、申し上
げたように自分が大学で学んでいくだけの力が
あるのかどうかを見極めるためのテストなので
す。

高校・大学教育の課題
　次のスライドをご覧になってください。この
スライドでは真ん中を高校にしてあります。一
番左側が一般入試を経て大学に進学する人た
ちですが、これが33万人です。それから一般
入試以外を経て大学に入学する人たちが27万
人です。それから特別支援教育や不登校、高校
中退の人たちが5万人です。それから専門学校
等に進学する人たちが25万人です。就職等が
20万人です。これらの数字は1学年の数字です。
高大接続の問題は、大学進学者をどうするのか
という問題としてとらえられる面が強いのです
が、実際には高校全体の問題、とくに高校の学
習指導要領をどうしていくのかという問題が非
常に大きいわけです。
　それから大学で大きいのは3ポリシー、すな
わち「アドミッションポリシー」「カリキュラム

ポリシー」「ディプロマポリシー」を各大学が
どのように考えていくのかという問題です。こ
の問題は大学教育の基本ですけれども、この3
ポリシーを公表することが、文部科学省の法令
改正で出てくることになると思います。法律・
法令には色々なレベルがありますが、おそらく
省令レベルで入ってくるのではないかと思いま
す。大学には自治がありますので、細かく決め
ることはできません。大学自身が決めることで
すので、この省令には細かいことは書かれない
でしょうが、様々なガイドラインなどによって、
相当詳細にこうしたらどうかということが大学
側に伝えられるという気がします。

18歳人口の減少と進学率の推移
　高大接続システム改革の議論は、入試改革と
関連してマスコミでも取り上げられていますが、
是非、共有していただきたいのがその背景です。
なぜ高大接続システム改革をやらなければなら
ないのかという背景です。次のスライドは、18
歳人口と高等教育機関への進学率などの年次推
移を示したグラフです。真ん中は1993年です
が、この年から18歳人口が急減を始めました。
その右に2018年とありますが、この年は小康
状態を保っている18歳人口が再び減少を始め
る年です。

　1990年代はご存じの通りです。1989年にベ
ルリンの壁が崩壊しました。その後、東西ドイ
ツが統合され、所謂グローバル化が急速に進み
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始めました。また、1991年には日本でバブル
が破裂し、大学生にとっては就職氷河期が急に
やってきました。1995年にはインターネット
が商業化され、デジタルケータイが普及を始め
ました。世界でも国内でも1990年代は、非常
に大きな時代の変わり目だったわけです。
　そのような中で、18歳人口の減少が続きま
す。現在の学生や生徒たちはそのような時代の
真只中にいるわけです。当然のことながら、主
体性を持って多様な人たちと協力して学び働い
ていく、そのような生き方を1人1人ができる
ようにならないと、本当に幸せにはならないと
思います。世界は大きく変わっています。日本
としても、これから本当にやっていくためには
教育が変わっていく必要があるということです。
　2014年12月に中教審答申が出ました。2020
年は先ほど申し上げました大学入学希望者学力
評価テストが導入される年です。そして2024
年が高校の学習指導要領が高校3年生まで到達
する年にあたります。
　去年の2014年12月に高大接続システム改革
答申が出たわけですが、実は1999年にも同じ
ような答申がすでに出ています。初等中等教
育と高等教育の接続に関する答申という名前
でした。読んでみますと、去年の12月に出た
答申とそんなに変わりません。1999年の段階
で、すでに入試を何とか改革しなければならな
いと書いてあるわけです。1999年から2015年
の間に多くの人たちが努力してきましたが、結
局、変わりませんでした。勿論、教育改革は大
きな改革ですので、慎重に着実にやらなけれ
ばいけません。しかし、そうはいいましても、
1999年から議論が行われていたことを考える
と、2020年という年には20年という年月が経
過することになります。今回の高大接続システ
ム改革は、急に始めたものではないということ
です。
　それからもう1点、急減した18歳人口はどこ
に行ってしまったのかという問題にふれてお
きます。実は4年制大学への入学者絶対数はそ

れほど変わっていません。入学者絶対数は横ば
いなのです。18歳人口は急減しているのです
が、その急減した部分はどこに吸収されたので
しょうか。2 ヶ所を黒で囲っていますが、高校
卒業生のうちの就職者数が激減しているわけで
す。18歳人口の急減は大学生の急減に直結し
ているわけではなく、高卒の就職者数の急減に
つながっているわけです。
　絶対数でいうと18歳人口の減少は結局、高
卒の就職人数の減少をもたらしました。そこで
よく言われる意見が、大学の学生数を減らした
方がいいのではないかというものです。しかし、
世界ではそうはなっていません。ご存じのよう
に、むしろ大学生の質を上げ、仕事も社会の質
も上げるという方向で、世界各国は一生懸命に
努力しています。ですから問われるべきは、大
学教育の質ということになります。大学生の数
を減らすよりも、質の低い大学生を高くするに
はどうすればよいのかという議論をしていかな
ければいけないということです。

教育の転換期としての現在
若年人口が減っていく事態は、明治以来初めて
です。戦争もありまして若年人口が一時的に減
少するということはありましたが、持続的に減
少する事態は初めてです。そのような中で、明
治、戦後に続いて、3度目の教育の転換期を迎
えています。教育だけではなく、世界の転換期
でもあります。世界の転換期が日本に押し寄せ
てきて、それが教育に波及しているわけです。
しかし、教育は現場も大きいですから、明日か
ら変わるというわけにはいきません。
　先ほど申し上げましたように、今後10年く
らいをかけて着実に変えていくことが大事です。
全体として幕末から明治、それから戦後まもな
くに匹敵するような大きな時代の転換期を迎え
ているのだという認識を共有することが、高大
接を理解する出発点になるということです。
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社会改革としての「教育の転換」
　「教育の転換」は、大きな社会改革です。教
育の一部を変えて済むというものではありませ
ん。入試だけを考えてみましても、1点刻みで
キリキリしている状態です。そのような状態が
岩盤のように社会の中にしみ込んでいるわけで
す。そのような状態ですから、改革といいまし
てもすぐに変えられるものではありません。し
かし、大きな世界の流れの中で、日本で学ぶ1
人1人の子どもたちが将来どのようになってい
けばよいのかを考えていく必要があります。
　私たちが取り組むべき課題は、子どもたちが
十分な知識・技能を持ち、それを活用できる思
考力・判断力・表現力を臨機応変に発揮できる
ようになることです。さらに、主体性を持って
多様な人たちと協力して学び、働くことのでき
る力を身に付けていく、そのような教育の機会
をすべての子どもたちに与えるにはどうすれば
よいのかということです。それが教育の転換期
の課題です。今後の展望としては、2020年ま
でに高大接続システム改革を開始するというこ
とです。何をどのように改革していくのかとい
うことですが、ここではとくに学習指導要領の
抜本改訂と高大接続システム改革について、お
話をさせていただきます。

学習指導要領の改訂と高大接続システム改革
　学習指導要領の抜本改訂と高大接続システム
改革の柱の1つは、高校教育を受け身の教育か
ら能動的な学習に転換するということです。最
近、流行のアクティブラーニングというと先生
が教材を作って、何か手取り足取り教えるとい
うイメージがあるのですが、私の感覚ではそれ
は違うと思っています。アクティブラーニング
は言葉通りにいうと、「生徒あるいは学生が自
分でアクティブにラーニングできること」です。
どのような教材であっても自分でやろうと思っ
たら、それがアクティブラーニングなのです。
そのようなアクティブなマインドをもつ生徒や
学生を1人でも増やすことができるかどうかが、

アクティブラーニングの課題だと考えます。
　改革のもう1つの柱が、先ほどお話しました
高校基礎学力テスト（仮称）の導入です。高校
2年と3年、それも複数回ずつ入れるという議
論がなされています。現在、全国学力テストを
小6と中3でやっています。これは悉皆調査で
すが、テストの結果をどのように使っていいの
かという議論があります。同様にバックグラウ
ンドが全く違うのですが、高校基礎学力テスト
の点数をどのように使うのかという議論があり
ます。高校の現場では、テストの結果を大学入
学者選抜に使われると、そのために勉強するこ
とになってしまうから困るという意見がありま
す。それからもう1つ、高校を出て就職する生
徒たちからすると、就職したい企業がこのテス
トの成績だけで採用を決めたりすると困るとい
う意見もあります。高校では様々な面から人間
形成、あるいは知識・技能を学んでいるわけで
すから、全体として評価してもらわないと困る
わけです。そのような意見にはもっともなとこ
ろがあると思います。
　それから高校レベルでは、国語、地歴公民、
理科、数学、英語、情報、それから総合的学習
の時間など各教科、科目の内容と学習方法を再
検討するという議論が今後、中教審で始まりま
す。現在は総論の議論をしていますが、これか
らは個別教科の議論が始まると思います。
　それから大学レベルでは、先ほど申し上げま
した「アドミッションポリシー」「カリキュラム
ポリシー」「ディプロマポリシー」という3ポ
リシーの公表と実践が問われるだろうと思いま
す。大学には認証評価制度があります。次期の
認証評価の期間が2018年に始まります。その
2018年の認証評価から、主体性や思考力の問
題を「カリキュラムポリシー」に組み込んでい
るかどうか、そのような観点から大学評価を行
なうかが議論されると思います。
　それから個別大学の入学者選抜では、多角的
評価方法を導入していきたいと考えています。
高校基礎学力テストでは基礎的な知識・技能を
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みる、大学入学希望者学力評価テストでは個別
大学の入学者選抜における多角的評価に資する
ように、知識・技能のほか、思考力・判断力・
表現力などを評価するという議論になっていく
と思います。
　そうなりますと、2つのテストは国レベルで
やりますので、個別大学の方ではむしろ高校生
自身の活動経歴などの評価、小論文の評価、高
校調査書の評価などが重視されることになると
思います。面接や集団討論などの方法を導入
して、大学がこの学生だったら卒業まで3ポリ
シーによってしっかり教育し、社会に送り出す
という流れになると思います。自分の大学の看
板を背負った卒業生として、これから社会でも
誇れるようにする。そして、そのような学生を
きちんと入学させてもらいたいということです。

全国学力テストの記述式問題について
　小学校・中学校にも様々な課題があります。
その1つが全国学力学習状況調査です。この全
国学力テストは国語と算数・数学の悉皆調査で、
全国の小6・中3の生徒・児童が全員受けてい
ます。そのテストにはB問題という記述式の問
題があります。A問題は正解が1つしかない択
一式の問題です。B問題の例をスライドに紹介
しておきました。私たちが解こうとしても、相
当考える問題です。そういう問題を小6・中3
の両方で出題しています。中学3年生が全国で
やっているわけです。中学から高校への進学率
が現在、98パーセントです。

　ところが高校で相当の多様化が起こっていま
す。割り算が出来ない高校生がいる一方で、有
名大学に合格者を何人出すかに力を入れてい
る高校があります。ものすごく多様化している
わけです。そのような中で中学生から高校生に
なっても、正解のない記述式の問題にチャレン
ジしていく気持ちを持ち続け、さらに大学で知
識を深めていってほしいわけです。小学校では
1 ヶ月平均で10冊以上の本を読んでいるので
すが、高校に入ると1冊に減ってしまうという
データもあります。高校・大学でガクッと読書
量が減っているわけです。この点はどうにかし
なければならないわけです。高大接続システム
改革や入試改革の課題は、このような状況をい
かに変えていくかということであるわけです。

学習指導要領の改訂について
　学習指導要領の改訂で、皆様が関心をもたれ
るのは英語だと思います。英語は4技能、つま
り「読む・聞く・話す・書く」ですが、スピー
キングとライティングの比重が大きくなりま
す。そのうちライティングには正解がないわけ
です。作文という点では国語と同じですが、ラ
イティングはセンター入試では出題できません。
50万人に試験をやって、マークシート方式で
ライティングの長文を書かせることはできませ
ん。このライティングを高校教育で英語のほか、
国語に入れたいと考えているわけです。
スピーキングも英語だけの能力ではありません。
スピーキングを本当にやり出すと、これはアク
ティブラーニングになります。本当に主体的
でなければ、スピーキングはできません。今後、
高校の先生方がこの問題にどのように対応する
のか、英語の担任、高校の英語専科の問題、そ
れから授業時間の問題など様々なことが変わっ
てきます。
　そのほかに議論されているのが、社会生活と
の関わりをどう考えていくのかという問題です。
今後、高校生の18歳に選挙権が与えられます。
そのような状況の中で、主権の問題や公共の問
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題をイデオロギーの問題としてではなく、社会
はどのように成り立っているのか、どのように
暮らしていけばよいのかということを、もっと
しっかり身に付ける必要があるのではないかと
いう議論も行なっています。まず、地歴の見直
しです。それから理数についても、さらに新し
い科目を作ってよいのではないかという議論も
行われています。探究という言葉を付けて探求
理科とか言われています。つまり、正解のない
問題にチャレンジしてくような科目です。それ
から「総合的な学習の時間」をどうするのかと
いう問題もあります。
　大学の先生方が、このような問題は高校の問
題なので関係ないと考えられると困るわけです。
このような教育を受けた高校生を大学がどのよ
うに受け止めるのか、という問題が生まれて
きます。大学に入学したら先生が1人で喋って、
来年も同じことを喋っているというような大学
はもういらないということです。

高大接続システム改革について
　次に高大接続システム改革についてお話し
ます。システムという言葉が入っていますが、
なぜこの言葉が入っているのかといいますと、
様々な改革が一緒になったものだからです。ど
の改革を一つ落としても、何らかの要素が欠け
たとしても全部が成り立たないという意味です。
ですから、相当大きな改革だとご理解いただけ
ると思います。
　高校教育で実施する基礎学力テストですが、
これはコンピュータを端末ベースにしてやりた
いと考えています。全国一斉に高校で或る1日
を使ってパッとやるということはないと思いま
す。現在の全国学力テストも日にちはバラバラ
にやっています。
　大学教育改革では「アドミッションポリ
シー」「カリキュラムポリシー」「ディプロマポ
リシー」、すなわち、3ポリシーを一体的に改
革して、受け身の教育から能動的学修へと転換
する必要があります。個別大学では多角的評価

による入学者選抜を行なう必要があります。例
を挙げますと、高校調査書の改革のほか、受検
者の活動経歴や小論文などの評価方法、面接・
集団討論方法などの改善です。それから大学入
学希望者学力評価テストの導入です。個別大学
の入学者選抜における多角的評価に資するよう
に、知識・技能、思考力・判断力・表現力など
を評価できるようにしたいと考えています。
　少なく見積もっても、これだけあります。そ
の他にも、例えば英語の問題を民間の資格検定
を使ってどうするかなどの問題もあります。現
在のようにコンピュータベースでやるのか、年
間に複数回やるのか、仮にそのような形で行な
うと高校の現場は混乱してしまいます。いつも
受験勉強をされたら困るといったような様々な
課題があります。
　記述式の問題を出すことは、主体性や思考力
を育てる点で必須ですが、一方で何万人という
受験者がいるときに、そのような記述式の問題
をどのように採点するのか、その際にどのよう
な形で公平性を担保するのかなど様々な課題が
あります。そのような課題があるからやめるの
か、それともやらなければいけないのだったら、
いつまでにどのようなことをやっていくのか、
そのような形で議論が行われている次第です。

最後に
　そろそろ時間になりましたので、このぐらい
にしますが、大切なことは子どもたちの知識・
技能、そして思考力・判断力・表現力、そして
主体性・多様性・協働性をどのように育て、評
価していくかです。そのような中で2019年か
ら実施予定の高校基礎学力テスト、2020年か
ら実施予定の大学入学希望者学力評価テスト、
それから個別大学の入学者選抜をどのように位
置づけていくかが重要です。その背景には教育
の大きな位置づけがあり、様々な役割の違いが
あります。そして、全体とし子どもたち1人1
人が将来に向けて主体性をもち、多様な人たち
と協力して働き、学んでいく、そのような人生
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を歩むことができる素地を身に付けさせてあげ
なければならないと考えます。
　ここにおられる皆様方はそれぞれの立場でご
尽力、ご努力をされていると思います。是非、
未来に生きる子どもたちのために、教育のあり
方を考え、自ら実践していただきたいと思いま
す。高大接続システム改革については、今後も
議論が続いていくと思いますので、是非、ご協
力をいただきますようにお願い申し上げます。
今日の私のお話はここまでとさせていただきま
す。どうもありがとうございました。
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パネルディスカッション「教育フォーラム ( 第13 回 FD フォーラム )　第２部」

事前講演　要旨

●パネリスト：東京都教育庁高等学校教育指導
課長　増田正弘様

　こんにちは。東京都教育庁指導部高等学校教
育指導課長の増田と申します。今日は、私は高
等学校教育の立場からお話をさせていただきま
す。まず、高校教員の本音として、「大学入試
が変わらなければ、高等学校教育は変わらな
い」と考える現場の教員は多いと思います。実
際のところは、大学入試に規定される高等学校
教育という図式は、厳然としてあると思います。
入試が変わるから高校の教育が変わる、多くの
高等学校の先生方、特に進学校の先生方はこの
ままこのような教育をしていったのでは、社会
から取り残されるのではないかと考えていると
思います。高校教育に対するいわゆる信用・信
頼、そういうものが無くなってしまうのではな
いかと考えています。
　平成28年度に東京大学が推薦入試を始める
ことを発表しました。法学部の募集要項を見
ると、各校の上位概ね5％以内の学業成績に秀
でていることという数字が出ていますが、（2）
「現実の中から本質的な問題を発見し、独創
的な形で課題を設定する能力を有すること」、
（3）「問題の解決にむけて、イニシアティブを
発揮できること」、（4）「異なる文化的背景や価
値観を有する他者とのコミュニケーション能力
に優れていること」、これらがまさしく高等学
校教育で培っていかなければいけない能力とし
て表れているのだと思います。
　では、実際高等学校教育、高等学校の授業の
現状はどうでしょうか。2014年12月に、愛知

県の小学校6年生から中学校3年生、高校3年
生、約2000名を対象にベネッセが行った調査
によると、「次のような授業や学習はどのくら
いありますか？」の質問に、高等学校で極端に
下がっているのが、「観察や実験などの授業」、
「グループで話し合う学習」、「調べたり話し
合ったりしたことを発表する学習」、「1つのこ
とをじっくり考える学習」、「自分でテーマを決
めて調べる学習」でした。
　今回の改革の意味合いは、高大接続大学入試
改革とリンクをした、学習指導要領の改訂です。
つまり、今回の改訂のターゲットは高等学校
教育であることは明らかです。学習指導要領に
沿って高校の学習が変わるので、その学習の成
果を見る入試にしてほしいと思います。そして、
次の学習指導要領を高等学校の中に定着させて
いくのは、各県の教育委員会の大きな責任だと
考えています。
　高等学校の場合、平成34年度から年次進行
で改訂が進んでいきます。小中学校の場合はあ
る年に全学年が新しい学習指導要領に変わりま
すが、高校の場合は入学生から順次変わってい
くシステムをとっています。したがって、新学
習指導要領で学んだ高校生が大学入試を迎える
のは平成36年度になりますが、先行実施とい
うかたちで、新しい学習指導要領の学習形態な
どが、現行の学習指導要綱の中でも実施できる
ようになるのではないかと考えています。大学
入学希望者学力評価テストは、平成32年度か
ら実施される予定だと伺っていますので、新し
い学習指導要領の理念はかなり早い段階から、
高校の現場の中に入ってくると思います。
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　最後に、大学にお願いしたいこととして、現
場の高校の先生方、あるいは校長先生方に「入
試改革、高大接続改革の心配は何か？」と伺っ
てほしいと思います。高校の先生方は、本当に
入試改革は実行されるのか、すべての大学で実
行されるのか、一部の大学だけが真に大学のア
ドミッションポリシーを実現するような入試に
なって、多くの大学は今までの入試と変わらな
いのではないかという心配を持たれています。
大学入試が変わらないから高校の授業は変わら
ないというような、負のスパイラルになってし
まい、高校教育の授業の改善、改革が中途半端
に終わってしまうのではないかという心配をさ
れている先生方もいます。本来的には高校の教
育がこう変わっていくのだから、大学入試も変
わってくれというのが本質だと思います。お願
いしたいのは、アドミッションポリシーが実現
できる入試、そして、大学が目指す人材育成が
実現できる授業を行っていただくことです。そ
のために、高等学校では大学教育に耐えうる学
力を育成する授業をしていかなければいけない
と考えています。本日は大学入試に絡めて、高
校のお話をさせていただきました。大学に入る
ことだけが高等学校教育の目的ではございませ
ん。全ての高校生に社会で自立できる学力をつ
けていくことが高校教育の究極の目標だと考え
ておりますので、入試の部分だけ、トップ校だ
けが変わればよいという話ではないことを最後
に付け加えておきます。どうもありがとうござ
いました。

●パネリスト：河合塾教育研究開発本部開発研
究職講師　成田秀夫様

　こんにちは。河合塾の成田と申します。今回
は、受験産業、広い意味での教育産業の立場
からお話しします。変わる大学入試について
は、学力の3要素に則して、主に「①知識・技
能」は基礎テスト、「②思考力・判断力・表現
力」は希望者テスト、そして「③主体性・多様

性・協働性」に関しては個別入試でということ
になっています。個別 入試はアドミッション・
ポリシーに基づいて、個別の大学がどういう学
生を取りたいのかで決まります。
　なぜこうした入試改革が出てくるかという
と、たとえば、京都大学が2013年に公表した、
4回生の11月時点での就職率のデータによると、
66％でした。そのうち26％くらいはもう諦め
ている状況があります。今までは良い大学に入
れば、良いところに就職できると思っていまし
たが、大変厳しい状況です。
　また、大阪府立大学が取っている1年生の
GPAと3年生のGPAですが、相関関係がコン
マ0.8です。つまり、1年生の力と3年生の力は、
ほぼ同じであるという結果です。この数値をど
う解釈するのかというと、大学教育がもっと変
わらなければならないという見方もあると思い
ますが、高校入学までで決まっているのでは
ないかということも見て取れるということです。
そこに、高大接続の重要な意義があるのではな
いかと思っています。
　2011年に、京都大学で行われた国際シンポ
ジウムで、カナダのジェームズ・コテ先生（ウェ
スターンオンタリオ大学教授）が若者に必要な
力についてお話しをされました。その後、フロ
アの大学の先生が、我々大学教員は何をすれば
よいのかと質問したところ、“Too late！”、つ
まり、「遅すぎる」と答えられました。高大接
続で大学の改革も進んでいますが、やはり高校
も変わっていくことが最も重要だと思います。
　それはやはり、社会の仕組みが変わってきて
いるからです。大学入試については、もう、20
年前から変えようという話が出ていましたが、
やっと本格化してきました。大学 入試のこと
で言えば、新しい2つの共通テストばかり話題
になっていますが、やはり個別入試改革が一番
大きなポイントです。アドミッション・ポリ
シーに即してどのような生徒を入学させたいの
かを明確にし、高校に向けたメッセージをはっ
きり伝えるべきです。そうすることで、高校・
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大学・社会をつないで、教育改革をしていかな
ければなりません。入試一つだけの問題ではあ
りません。官民、公教育、私教育が総がかりで
やっていかなければならないことです。
　ところで、社会に出て必要となる力を、我々
はジェネリックスキルと呼んでいます。経済産
業省は「社会人基礎力」、文科省は「学士力」の
中で、同様の考え方を示しています。われわれ
はさらに、ジェネリックを、知識を使って問題
を解決する力「リテラシー」と経験したことを
知恵に変えていくような力「コンピテンシー」
の2領域から形成されていると考えています。
ジェネリックスキルは、専門にかかわらず社会
に出て求められる汎用的な能力・態度・志向の
ことでもありますが、問題は、職業や職種を超
えて転移可能だというのが大きなポイントです。
大学教員の中には、大学あるいは大学院で専門
に研究されたことと違うことを、今教えている
という教員はかなりいると思います。つまり、
大学で学んだ力を他の領域に転移させて活用し
ているわけです。そういうところが一つ大きな
メルクマールになると思います。
　今回の入試改革では、知識・技能だけでなく、
思考力・判断力・表現力、つまりリテラシーと、
主体性・多様性・協働性、つまりコンピテン
シーも評価しようということになっています。
　現代人に必要な能力については、OECDの
キー・コンピテンシーや社会人基礎力や学士力
など、さまざまな言い方がされていますが、根
本はほとんど同じです。こうした能力について
は、イギリスの高等教育の研究者バーネット氏
が、「研究人のスキル「職業人のスキル」「教養
人のスキル」「社会人のスキル」という4象限
に分けて説明しています。今まで日本の教育は
研究・職業・教養の3つが中心だったと思いま
す。しかし、社会人としての汎用的なスキルを
つけていかなければならないということで、社
会人基礎力や学士力が提唱されるようになって
きているのだろうと理解しています。
　実は、大学生の汎用的な技能ジェネリックス

キルを測定するテストを河合塾で開発しまし
て、年間10数万人に受けていただいています
が、リテラシーの問題解決の部分は、ほぼ大学
の偏差値と同比するところがあります。また、
試行テストを行ったときのデータですが、河合
塾のOG・OBの東大生・京大生、早稲田の学
生、慶応の学生にも受けていただいて比べたと
ころ、受験で身についたのは、対自己力と課題
解決力が大きいことが分かりました。ところが、
対人的なコミュニケーション能力に関して言う
と、これはPBLをかなり一生懸命実施されて
いる金沢工業大学にもテストを受けていただき
ましたが、金沢工業大学の学生の方が東大生や
京大生より、抜群によかったです。こういうこ
とが、一番大きな問題になってきているのでは
ないでしょうか。
　実際に、大手企業にどれだけ内定が取れてい
るかを見ると、やはり圧倒的にコンピテンシー
が高い人たちが、内定をとれています。リテ
ラシーとコンピテンシーの相関を見ると、リテ
ラシーもコンピテンシーも高いオールラウンド
にできるという方は、大学のランクに関係なく
大体13％くらいです。ところが、人の言うこ
とに従っているだけのフォロワータイプは約
17％、先生に言われたことはきちんとやる自分
から進んで物事を行わない優等生タイプは約
14％います。これが日本の大学の現状だという
ことになると、そこをなんとかしなければなら
ないということになると思います。
　PROGのテストで、いわゆるグローバル人材
と言われる人たちと、一般の学生やモデルとな
る社会人のデータを比べてみたのですが、圧倒
的にコミュニケーション能力で差がついていま
す。さらにいうと、グローバル人材の中でも、
より経験・キャリアの長い人たちは、他者に配
慮して関係を築くとか、意見を主張して場を調
整するとか、ストレスに対して非常に強いスト
レスマネージメント力などさまざまな力があり
ます。ですから、グローバル人材と言って外に
出すのはよいのですが、英語力だけではだめな
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わけです。こういうタフな人材をどう育ててい
くかが、やはりポイントになってくると思いま
す。そういう意味では、教育が社会に対応でき
るようになっていかなければなりません。そう
すると、生徒自らが課題を発見していく力をど
うつけていくのかとなると、これはアクティブ
ラーニングをやっていくしかないと思います。
　京都大学の溝上先生が、アクティブラーニン
グを「一方的な知識伝達型の講義を聴くという
（受動的）学習を乗り越える意味での、あらゆ
る能動的な学習のこと」と定義していますが、
アクティブラーニングを導入する目的は、アク
ティブラーナーの養成、つまり、自ら学び続け
て社会で活躍できる人材をどう作っていくの
かが、正味の課題になっているのではないかと
思います。そういう意味では、3つのポリシー
をきちんと大学が実施していくことです。特に、
アドミッション・ポリシーは入試改革と結びつ
いてきます。図1に示したように、アクティブ
ラーニングはアクティブラーニングだけで成り
立っているのではなく、どんな人材を育成した
いのかを踏まえて、行われるものです。それを
また評価して、PDCAで回していくことが求め
られてきます。
　例えば、大阪市立大学の経済学部は、「経済
プラティカル・エコノミスト」という概念を作
り、6つのスキルを育成していくために、どう
いう授業でどういうことをするのだという設計
をされています。こちらの創価大学の就業力も

まさに同様のことが行われていて、先進的な取
り組みをされていると思っています。実は、河
合塾も育成すべき人材像を決めて、育成すべき
能力を確定し、カリキュラムを作成し、シラバ
スを作って、授業改善をしていく、こういうプ
ログラムを行っていくことにしています。2018
年に、新入試の高校1年生が来るということも
あるので、そこをめどにカリキュラムを変えて
いこうと今行っています。
　この春に、新しい入試に対応した授業の様子
をNHKに取材していただきました。取材に応
じた生徒さんはよい評価をしてくれていますが、
これは並大抵ではありません。河合塾は、ご存
じのように予備校は一方通行の授業で、先生方
は大勢の生徒さんの力、気持ちを掴むことに命
をかけている人たちです。そういう先生方に
しゃべるなと言わないといけないのです。この
間研修会を行って、話せばなんとか分かってく
れるというのはなんとなくわかりましたが、そ
れでもまだまだ話しても分からない方もいます
ので、地道に理解を得ていくしかないと思って
います。どうもありがとうございました。

●パネリスト：読売新聞専門委員「大学の実
力」担当　松本美奈様

　みなさんこんにちは。読売新聞の松本美奈と
申します。冒頭、馬場学長がクエスチョンマー
クを取ってというお話をされていましたが、正
直言うとここで変わらなければ日本の教育の後
は無いと思っています。それはなぜなのか。私
の持論は、教育は最大の社会保障だということ
です。どんなに生活保護を手厚くしても、教育
にはかないません。この教育をどこまでテコ入
れできるのか、今まさに、日本の瀬戸際にきて
いて、それがこの高大接続改革にかかっている
と思います。
　さて「大学の実力」調査、今年もご協力をい
ただきありがとうございます。7月9日付の別
綴りで大量のデータを紹介させていただきまし図１
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た。回答率は91％、678大学からご協力いただ
きました。狙いは偏差値や知名度によらない大
学選びの情報提供です。他人の作った指標に基
づくランキングではなく、一覧表を見て考え、
自分で自分の道を作る。そういう人たちを育て
たい、その思いをこの調査に込めています。文
科省のある人から、これは思想だと言われまし
た。たしかに思想かもしれません。私はそのよ
うに考えています。
　今年で9回目となった大学の実力調査から、
一つの興味深いことが浮かび上がりました。そ
れは、6年制薬学部の卒業率です。6年制薬学
部は3年前に初めて完成年度を迎えました。私
はこの後がとても気になっていました。そ6年
制薬学部ができた時のすったもんだを見てい
たので、すごく嫌な予感がしました。そして今
年、卒業率を見て、やはりと思いました。卒業
率が6ポイント落ちていたのです。71％だった
のですが、この数字は、医療系の学部、つまり
医学部歯学部の中では最悪です。卒業率が高い
から良いとは言いませんが、退学率も9.3％と
高いことが気になっておりました。中には卒業
率30％台の大学も出ています。10人のうち7人
が6年間で卒業できないのです。薬学部の学費
は非常に高いのに、6年間では卒業できないの
です。一体何が起きているのでしょうか。
　6年制薬学部は、今全国で74大学あります。
以前は46大学でした。一気に増えたことによ
り、何が起きたのか。取材をする中で、仰天し
ました。卒業率の低い大学の方々から出てきた
のは、とにかく学生確保が大変で、取ってはい
けない層を取ってしまったという声でした。特
に、3年前に卒業させた学生に比べると今の学
生は最悪、もう底根に近いとまで言い切った大
学もあります。なぜこのようなことになってし
まったのでしょうか。
　まず、経営を重視したことにあります。そ
れから成果にむけての帳尻合わせです。6年制
薬学部の目指すところは薬剤師の養成です。つ
まり、学生の責任にできない部分があります。

今は2人に1人が大学に進学する時代ですか
ら、目的意識のない学生がたくさん入ってきま
す。しかし、6年制薬学部は違います。濃淡が
あるとはいえども、学生たちは薬剤師になろう
という目的意識を持って入ってきています。で
すから、学生だけの責任にすることはできませ
ん。けれども、本来取ってはいけない層、つま
り学習習慣のない層を入れてしまい、そして成
果が問われます。卒業時点で国家試験の合格率
がはっきりしますから、成果が出てしまいます。
そうすると、帳尻合わせをせざるをえない。と
りあえず入れてしまったが、勉強ができない。
勉強ができないから、国家試験を受けさせるわ
けにはいかない。合格率が下がりますから。そ
こで何をするかというと、進級させないのです。
在籍期間は限界があります。そこでどうするか
というと、成績不良者は外に出ていってもらう
しかありません。そういうことが行われていた
のです。
　それからもう一つは、アドミッションポリ
シーの不在です。つまり、入試が入試になって
いない。薬学部であるにもかかわらず、入試科
目に理科を課していない大学もたくさんありま
した。これは極端な例だと思われるかもしれま
せんが、わかりやすいので持ってきただけです。
6年制薬学部だけでなく、こういった例は実は
たくさんあります。つまり、大学任せの入試は
限界に来ているということです。経営に問題を
抱えている大学に入試を任せると、このような
事態になってしまうという現実です。
　1985年、臨教審は大学に多様で個性的な入
試を求めました。その意味で、個別の入試改革
は進みました。しかし、その入試改革はだれに
とってハッピーだったのでしょうか。少なく
とも「大学の実力」調査のデータから見る限り、
私は学生にとってハッピーだったとは言えない
のです。2人に1人が進学する時代、その大学
すら続けられない退学者を社会はどう受け止め
るのか。大学すら続けられない方はきっと仕事
も続かないとみられてしまうでしょう。もとも
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と新卒一括採用の国ですのでハードルが高くな
り、高卒以下の扱いを受けます。JILPT、労働
政策研究研修機構の調査でも、20代で6割以上
の若者が、非正規雇用というデータが出ていま
す。大学任せの入試が生んだのは何だったので
しょうか。だからこそ私は、高大接続のこの議
論に期待しております。
　この改革によって日本の教育はどう変わるの
か。入試が本来の役割を果たせるようになると
期待しています。入試とは、大学から受験生に
送るメッセージボードです。「私たちはこうい
う人がほしいですよ、こういう人のために私た
ちはこういう教育を用意しています。ピカピカ
に磨きあげて、社会に送り出します。その自信
があります」――それが、最初のメッセージで
す。そうなれば、今の経営重視、一人あたり3
万5000円の受験料で何人の受験生を集めるこ
とができたかを競うより、ピカピカの若者を外
に出すことに重きをおけます。
　入試改革で変わるのは、大学教育だと思って
いますが、その大学の教育が変わったときに、
必ず小中高校の教育が変わるのです。大学入試
をゴールにしているからというわけではありま
せん。小中高校の先生を育成しているのはどこ
かといえば、大学なのです。日本の教育を変え
るのは学習指導要領ではなく、学習指導要領に
魂を入れる、教員の質でではないでしょうか。
教員は大学が育てているのです。だから、大学
が変われば必ず小中高校の先生は変わります。
その意味で、この高大接続改革はとても重要で
す。教育が最大の社会保障というミッション達
成に向け、スタートにつけると思っています。
　それからもう一つ、私が最も期待しているの
は多様性です。多様性のある学びの場を、この
改革によって確保できると思っています。大学
の実力調査でも、入学時に25歳以上の学生が
どのくらいいるかを調査しています。OECDの
調査項目にもありますが、日本には残念ながら
このデータがないので、聞いています。しかし、
残念ながらOECDの平均値20％には遠く及び

ません。今年は、0.7％でした。大学が18歳の
子どものために用意された学びの場以上の価値
はない、と社会から認定されているということ
です。もちろん、自分のところの社員に「大学
で学んで来なさい」というインセンティブを与
えられない企業にも問題はあります。けれども、
大学にはそれだけの価値がある、と企業が納得
していない現実があることも事実です。
　大学教育を変えろと言っても、自ずから限界
があります。ただ、この改革によって、大人も
いつでも学び直しができるようになります。人
生はいつでもやり直せる、大学は最高のやり直
しの場であると認識されたとき、大学の教育も
自ずと変わります。最前列に、自分よりも年上
の大人がいたときに、先生方は今までと同じ授
業はできません。アクティブラーニングと、ど
んなに勇ましい掛け声をかけたところで、限界
があります。けれども、例えば教室の3分の1、
そこまでいかなくても2列くらいは自分よりも
年上の人たちが、じっと自分を見ていたら、今
までの授業は絶対にできないはずです。そう
いった多様性のある学びの場は、必ず大学を変
え、この国の教育を根底から変えていきます。
そうなったとき、もっともっと豊かな学びの場
を次世代のためにプレゼントできると思ってい
ます。
　「大学の実力」調査は、単に大学をランキン
グしたいと思って作ったものではありません。
最初に申し上げたように、これからの世代を担
う人たち、その人たちに自分の人生を自分で考
えてもらう教材にしてほしいと願っています。
ましてや、来年から18歳は大人です。自分た
ちで、自分の行動を決めなくてはいけないので
す。そういう人たちにもっと考える機会をと
思って続けてきました。そしてこれからも続け
ていきたいと思います。
　ご清聴ありがとうございました。
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●パネリスト　：創価大学副学長、学士課程教
育機構長　寺西宏友

寺西：みなさんこんにちは。最初に、「社会の
変化と高等教育の課題」というテーマで、1枚
スライドを作らせていただきました（図2）。
　基本的には大学の営みというのは、研究と教
育の両輪だとよく言われていると思います。こ
の社会がどんどん変化をしていくことへの対応
という観点で、研究という側面では、一つには
やはり社会の変化の行く末をしっかりと見極め
る努力が、大学に課せられた使命かと思います。
そして、その変化を良しとするのか、あるいは
その変化に逆らうのか、大学なりにビジョンを
きちんと提示して、その実現の方途を探索して
いく必要があります。こういう作業、その土台
の上に教育として、人材の養成とそれを通じた
社会への貢献が、やはり大学の使命だろうと思
います。
　そこで、現実の今の社会が学生に求める能
力、先ほどスキルおよびコンピテンシーという
お話がありましたが、それをきちんと踏まえて
教育をすることも大学の使命だと思います。そ
してもう一つ、大学が考えるこういう社会を作
りたいという一つの理想像というか、理念を
持ってそれを力強く開拓してくれるような、そ
ういう学生を育てる、こういう使命も大学には
あるのだと思います。図では、真ん中に「文科
省・教育審議会」と書きましたが、あえて大学

の上に位置づけなかったことがスライドの趣旨
です。あくまでも文科省から発せられる中教審
答申というのは、こうした社会に渦巻く様々な
変化の課題、諸相、そういったものをしっかり
とキャッチして大学に方向性を示唆していると、
私としては受け止めていきたいと思います。
　高等教育を取り巻く変化の諸相としては、18
歳人口のピークが92年の205万人ですが、2010
年には122万人、今はもう100万人台にまで下
がっています。その一方で、大学進学者数が
26％から51％にまで上り、大学進学希望者数
としては逆に増えていることになっています。
この進学率上昇の背景には、1つの大きな変化
があります。高卒者に対する求人数が92年3月
末で167万6千件だったのが、2010年には19万
8千件となり、ピーク時からみると87％減少し
ています。こうした求人数の減少が、高校卒業
生の進路に影響し、大学進学率を押し上げる原
動力になっているということです。
　若年者就業構造の変化の背景については、95
年に経団連が出したレポートの中で、「日本型
雇用ポートフォリオ」というものがあり、その
中に「雇用柔軟型グループ」がありますが、こ
れがいわゆる非正規雇用を生み出していく一つ
の出発点になったのではないかと思います。そ
の中では「高度専門能力活用型グループ」とい
うのも謳われていましたが、これは実際には、
定着しなかったと思います。簡単なまとめとし
て、今、現実には高等学校から約6割、すなわ
ちその世代の6割に近い若者が高等教育に進学
するというのが実態です。そこで、高等教育の
中でなさなければならないことはさまざまあり
ます。基本的には、自己認識意欲という部分と
汎用的能力、コンピテンシーを積み上げ、高度
専門職や、一般的な職業人として必要とされる
知識・技能など、このような教育を体系的に行
う義務と使命が高等教育には課せられています。
高等教育を通じて、仕事・社会生活に若者が出
て行くということを考えると、本当に大学に課
せられている、あるいは寄せられている期待の図２
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重さが、本当にひしひしと感じられます。
　その意味で、大学教育に何が求められている
のかということで、私なりに企業側と学生の、
あるいは社会と学生自身の認識のギャップにつ
いて考えてみました。一つは、「チームワーク
力」とそれに関するギャップがあります。これ
はどこから生まれるのでしょうか。一つは、採
用側が汎用的能力の第1位として、長らくコ
ミュニケーション能力を謳い続けています。こ
れは、決して大学がそのメッセージを受け取っ
ていないわけではなく、かなり意識を持って、
授業の中で工夫して取り組んできています。ア
クティブラーニングしかり、協同学習しかりと
いうことです。ただし、グループワークを取り
入れれば、チームで働く力が養成されるのかと
いえば、やはり疑問だと思います。本来のチー
ムワークというのは、多様な考えや能力を有す
る人々が知恵を出し合って、協働することです。
その意味で他者の意見や考えをよく理解するこ
とと、自身の意見や考えをよく理解してもらう
こと、これが重なって初めて知恵が生まれます。
このようなことが、大学教育の中でなされてい
るかどうかが、問題になってくるだろうと思い
ます。
　それから粘り強さに欠けることが挙げられま
す。この批判、何を指しているのかということ
ですが、学生の自覚としては大学で受けるキャ
リア教育だとか、いわゆる就活といったものを
通じて、自分は粘り強さを身につけていると
思っているだろうと思います。おそらく学生自
身のこの点に関する自己評価の高さというのは、
おそらくそういうところが根拠ではないかと思
います。ただし、言うところの粘り強さと、根
性とは実は違います。学生が思っているのは、
実は根性なのかもしれないと思います。これ
は、特に簡単に答えが出ない問題です。例えば、
フューチャーズスキルズ・プロジェクトの中で
課されている課題の、粘り強く自分の頭で考え
抜くことができていないことが、企業側の批判
なのだろうと思います。これは、決して学生に

向かって根性がないと言っているわけではあり
ません。だから、そこを私たちがきちんと自覚
して、学生にも伝えていかなければならないと
思います。ある意味でいえば、学校教育の中で
長く身に染みついてきたことだろうと思います
が、大事なことはできるだけ早く正解に至ろう
とする姿勢があります。そうした習性から脱却
することが求められていると思います。そうい
う意味ではこの変化の時代、予測困難な時代に
おける新たな学力像のキーワードは、自分の頭
で考え抜く力、自分の意見を持つことが、やは
りキーワードになろうかと思います。
　なぜ、考え抜くことができないのかについて、
仮説1としては、学校教育の中で誤ったメッ
セージが伝えられているのではないのかと思わ
れます。教師は教えることに一生懸命で、学生
の理解のプロセスに気を配れていない。学生が
理解しているのか、ついてきているのか。ある
いは、授業時間内に伝えるべき知識量にどうし
ても拘束されているのではないか。一方学生は、
なかなか「わかりません」と言う勇気が出せま
せん。こうしたことから、正解に早くたどりつ
くことが優秀だというメッセージが、伝えられ
てしまっているのではないかと思います。
　仮説2は、新社会人に聞いた「上司に言われ
たくない言葉」アンケートです。そのランキン
グ第1位が、「言っている意味分かる？」なの
だそうです。これは、英語では口癖のように
“You know what I mean?”がしょっちゅう出
ますよね。このコントラストは大きいのでは
ないかと思います。ですから、「わかりません。
どういうことなんでしょうか？」と言いにくい
文化が、実は日本の社会の中にあるのかもしれ
ません。ただ、これはあくまでも仮説です。
　まとめとして、最後に3つ申し上げて終わり
たいと思います。大学入試改革に対する期待と
いうことで、確かに各論、技術的な問題は山積
していますが、1つの正解に至る知識を有して
いるかどうか、それだけを問う試験体制、入試
体制から脱却をしたいということです。「正解
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は一つ」方式の教育を変革する契機として、こ
れは諦めてはいけないことだと考えています。
それから、大学教育そのものの改革として、考
え抜く力を養うこと。これは、特別な授業を用
意するだけでは果たせないと思っています。そ
うではなく、一つの教育プログラム、特に学部
のカリキュラム、この中でそれを担う教員一人
ひとりが、自分に課せられた役割をしっかりと
自覚して、その教育プログラム全体を回してい
くという、そういう協働が前提になると思いま
す。学生が社会に出ていく最後の教育機関とし
ての責任を自覚して、学生の中における理解の
熟成を待つ勇気を持ちたいと思います。我々が
授業のときにどうしても喋ってしまいますので、
これは学生に「喋るな」と言っているようなも
のです。問いかけて学生から答えが出るまで待
つ勇気を持ちたいと思います。
　あとは、高大接続の連携ですが、やはり高校
と大学が、これからの時代を生きていく学生に
必要な能力をお互いに共有して、なんとか連携
プレーをしていきたいと思っています。その前
提としては、大学側が学生の成長の到達目標を
きちんと見据えたアドミッションポリシーを提
示することです。大学入試というのは、一つの
コミュニケーションだと思います。やはりそこ
を通じて、高校と大学がどういう人材を欲しい
と思っているのか、大学入試を挟んでコミュ
ニケーションがなされているのだと思いますが、
これからは、もっと直接に高校と大学がきちん
と連携することも、模索をしたいと思います。
以上、この3点を述べ、終わりにします。あり
がとうございました。
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パネルディスカッション「教育フォーラム（第13 回 FD フォーラム）　第２部」

パネルディスカッション

パネリスト　　：東京都教育庁高等学校教育指導課長　　　増田正弘様

　　　　　　　　河合塾教育研究開発本部開発研究職講師　成田秀夫様

　　　　　　　　読売新聞専門委員「大学の実力」担当　　松本美奈様

　　　　　　　　創価大学副学長、学士課程教育機構長　　寺西宏友

コメンテーター：日本学術振興会理事長　　　　　　　　　安西祐一郎様

進　行　役　　：創価大学　教育・学習支援センター長　　関田一彦

関田（以下、敬称略）：これから、第二部のパネ
ルディスカッションを始めます。先ほど、４人
のパネリストから様々な角度で、今回の高大接
続入試改革について話題提供がありました。そ
れを受けまして、まず基調講演いただきました
安西先生よりコメントをいただき、そのコメン
トを受けながら、さらにこの壇上で、少し話を
深めていく形で、お付き合いいただければと思
います。よろしくお願いいたします。

安西：これからの時代にやらなければいけない
ことがあるというのは、皆さんの気持ちとして
かなり高まっておられるように見えます。また、
それぞれお話された先生方も、共通する部分は
やはりあるように思います。
　例えば増田先生がおっしゃった、大学も大学
の方が変わってくれるのかということについて
です。これは、一方で小・中・高のほうは学習
指導要領だけではありませんが、大学は大学自
治と言われ、やはり様々な意味で大学の方が
外から何かを変えていくのは難しいと思いま
す。それに関して、成田先生はジェネリックス
キルということを言われ、松本先生は特に多様

性のある学びの場をつくっていかなければなら
ないと言われました。ジェネリックスキルもそ
うですが、スキルというのは学生が身に付ける
もので、中教審答申に、「知識と技能」、それか
ら「思考力、判断力、表現力」とあります。こ
れはリテラシーと成田先生が言われました。そ
して、その先のコンピテンシーとなると、主体
性を持って、多様な人々と協力して学び、働く
力ですけれども、多様性というときに、これは
一体その学校側、大学側が準備するものなのか、
それとも、学生、生徒が多様な人々と様々な協
力をしてやって行くことか。その両方だと思い
ます。往々にして主体性・多様性・協働性と使
われ、中でも多様性というのは学生を評価する
ために使いたがる傾向がありますが、これは松
本先生の言われる通り、多様性のある学びの場
を作れるかどうかということが重要だというこ
とは、申し上げておきたいと思います。中教審
答申はそういうつもりで書かれているというこ
とであります。
　それから、寺西先生が個別の教科云々も大事
だけれども、やはり大学の中で全体が同じ方向
に進む必要があると言われました。今日、これ
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は全国一般的に言うと、やはり問題なのは大学
の個々の教員が、それを感じておられるかどう
かというところです。創価大学は違うと思いま
すけれども、一応申し上げておきます。そこで、
私からの質問ですが、私は今、高等学校教育、
それから大学教育、その間の大学入学者選抜、
それぞれについてシステム改革に携わっていま
すが、仮にその３つの柱を考えたときに、それ
ぞれの柱で重点的に何をやればいいのかが問題
です。具体的にとなると、入試でやればいいの
ではないか、では高校教育は何するのか、では
大学教育はと、様々なことがありまして、その
ことをそれぞれの先生方にお伺いしたいのです。
高校教育、大学教育、高大接続の部分について、
そこのところで一体重点的に具体的にどうすれ
ば良いのかということをもう一回考えていける
かと思います。

関田：はい。具体的に、と言うのは辛いかもし
れませんが、あえて踏み込んでですね。高校そ
して大学それぞれの立場から、もう一段踏み込
んだお答えやお考えをということで、増田先生、
寺西先生お願いします。

増田：はい。それでは、高等学校教育で、重点
的に今後何をやっていくべきなのかについて述
べていきます。やはり、目標とするところは、
主体性・多様性・協働性ですから、そこに焦点
をあてた授業改革が大切だと思います。今、高
校の現場を眺めていくと、意識されている先生
がいないわけではありません。自分の授業を変
えたいと考えている先生はいます。ただ、やは
り大学に入れるという保護者の期待がある一方
で、高校生自体も大分入試に対する考え方は変
わってきていて、高校生はかなりシビアに大学
を見るようになっていますから、たとえ偏差値
が高くても、自分が学ぶ価値がないと判断した
大学は、いち早く自分の選択肢の中から外して
います。そんな現状があるので、高校の先生方
の中には自分の授業をなんとか変えたいと思っ

ている方がいます。そこで、今回の学習指導要
領の改訂が、何を学んだかだけではなくて、何
ができるようになっていったのか、そしてどの
ようにそれを学んでいったのか、学んでいくの
か、というような方向で具体的なものが出され
るのではないかと考えています。
　東京都の都立高校の状況で言えば、観点別の
学習評価を、文科省の指示を受け、それを現場
に根付かせようとしています。しかし、お恥ず
かしい話かもしれませんが、なかなかそれが根
付かず、どうしても定期考査の点数だけで、生
徒の評価をしているような現状があります。そ
こを打破していく、今回の学習指導要領の改訂
を待たずに、我々もやっていかなきゃいけない
と思っていますが、そういった生徒の学習に対
する評価を変えていく姿勢があるかないかでは
ないかと考えています。

関田：ありがとうございます。学習に対する評
価の変化ですね。では、大学側はどうでしょうか。

寺西：はい、それでは２点申し上げたいと思い
ます。一つは大学教育そのものを変えるという
ことで、先程安西先生から、個々の教員はどう
なんだというお話もありましたが、本学は、幸
いに昨年文科省の「大学教育再生加速事業」の
補助金を頂くことができました。昨年から今年
にかけては経営学部、そして今年は看護学部、
文学部と、創価大学の中の全学部にこの事業を
広げていく形で、学部ごとの教育プログラムで、
所謂考えぬく力や主体性を特定の授業でしっか
りやっていこうということを、3段階で4年間
評価を行っていきます。当然、先生方からは
様々なご意見を頂きながら、中には積極的にや
りましょうという方もいらっしゃいますし、こ
こまでやらなくちゃいけないのか、なかなか大
変だなと思う方もいらっしゃると思うんですが、
比較的協力頂きながら進めていますので、そう
いう形で教育改革は行いたいと思っています。
　それから入試の改革ですが、今回の提案を真



パネルディスカッション「教育フォーラム（第13 回 FD フォーラム）　第２部」 25

摯に受け止めて、創価大学独自として、例えば
学力テストには共通テストを使いながら、所謂
学生のコンピテンシーの部分を評価するテスト、
それを合わせてやる入学試験制度というものを、
先程馬場学長が言っていましたけれども、しっ
かりと検討して導入をしようと思います。もち
ろんすべての入学枠を揃えるということではな
く、一応一部の入試枠で、試行的に行うという
2つのことを創価大学は考えています。

関田：ありがとうございます。高校の場では、
まず先生方の意識そのものが確かに課題だけ
ど、それを変えていくためには、定期試験の評
価、それを基にした成績付けを変えていきたい
ということですね。また大学の方では、先生方
がしっかりと意識をして、プログラムとして教
育の中身を変えていく、そんなところに重点を
置いていきたいというお答えをいただきました。
今聞いていて、安西先生の方からも多様性とい
うことについてお話がありました。それは大学
で学ぶのか、それとも、社会の中で様々な出会
いの中で学んでいくのか、そのような、視点も
考えなければなりません。つまり、高校や大学
という教育期間の中だけで、閉ざされた話でも
なくなってくるようです。そういった中で、今、
いみじくも生徒、特に高校の生徒は非常に冷め
ていて、自分にとってこの大学はどっちなのか
と考えることが結構ありそうだというお話があ
りました。しかし、保護者の方からは、まず大
学に入れてくれという気持ちで後押しをされる。
そうすると、大学に入れてくれという保護者の
みなさんの思いというのが変わらないことには、
多様性は、大学や高校に押し付けられてしまっ
て、なかなか難しいような気もします。
　このあたりのところは、例えば社会の様々な
情報発信をしている新聞の立場、あるいは実際
の受験生を抱えて、ある意味では高校の先生方
以上にシビアに、どこの大学に入れてなんぼと
いうお仕事をされている河合塾、そういったと
ころから、今のように多様性というものを意識

したときに、果たして高校や大学で話が済むの
か、もし何か足りないことがあるのだとすれば、
どのように関われるのかについて、少しヒント
をいただければと思うのですが、いかがでしょ
うか。

松本：難しい質問ありがとうございます。保護
者の意識が変わらなければというのは、本当に
層だと思います。保護者の大学観が昔のままで
す。社会観も旧態依然です。一流の大学に入っ
たら、一流の企業に入って、将来安泰。それで
なくても日本の社会保障は貧弱なので、将来安
泰にと思ったら、大企業の社会保険に入るしか
ないのです。年金のシステムにしても健康保険
にしても、中小の弱小健保ではなく、大手の健
保に入って、そして年金もその分厚くという、
保護者の社会観。いわゆるいい大学、いわゆる
有名大学に入ったら将来安泰という夢をまだま
だ見てるんですね。いい加減現実に気が付いて
もらいたいと思いますが、保護者たちにどうし
たら現実を見せられるのか、現実に気付いても
らえるのか、困っています。
　私もさまざまな高校や、PTAの集会なんか
に呼ばれて、今大学がこれだけ変わっているの
だとお話をしています。偏差値が示しているの
は一般入試の瞬間風速で、しかも合格者の数値
であって、入学者のものではないんですよ、大
学の中身、つまり教育や研究の力とは何の関わ
りもないんですよ、中身で見ましょうねという
ことを伝えています。ところが終わって「何か
質問はありませんか」というと、必ず「良い大
学はありませんか」と聞かれます。自分にとっ
て、自分の子どもにとって「良い大学」は、「誰
にとっても良い大学ではない」と何度もお伝え
しているのに。もう何を言っても通じないの
かなと思うこともありますが、それでもやはり、
何人かは気づいてくれます。山登りよりも川下
り、あの山を登れ、あの山の頂上を登れという
ことを、子どもに伝えてもいいけれども、あの
山の上には幸せはないかもしれないことを覚悟



26 学士課程教育機構研究誌　第５号

してもらいたいと思います。むしろ子どもと一
緒に川を下って、この先にナイアガラの滝があ
るかもしれないけれども、子どもの作ったいか
だに乗って、一緒に乗ってもらいたい。腹をく
くって、自分の胆力を試す良いチャンスでもあ
るから、一緒に下っていってもらいたい、とい
うことに共感を持ってくださる方もいます。一
人でもそういった人たちを増やしていくしかな
いと思っています。保護者の意識が変わらなけ
ればならないし、もう一つ、実のある教育改革
にするには、保護者だけではだめで、企業の改
革が必要ですよね。企業が、大学や高校を見る
目を変えなければ、社会全体としては変わりま
せん。どうやってここに穴をあけていくか、こ
れこそ岩盤です。そういうところが問われてい
るんじゃないかなと思います。

成田：ありがとうございます。多様性をどう育
成していくのかということだと思います。保護
者の話が出ましたが、河合塾でも毎年保護者会
は行っています。この間も河合塾の新宿校にお
集まりの保護者を対象にグループワークを行っ
てもらいました。初めて会ったお父さん同士が
3人ぐらいのグループで熱心に取り組んでくだ
さって、そこで交わされていた中身からすると、
僕は、ちょっと楽観しても良いんじゃないか、
むしろそういうマインドをどんどん発信してい
くことが重要ではないかと思いました。保護者
の方も現場にいるわけですから。例えば、入っ
てきた新入社員がこんな調子なので、これじゃ
いけないと会社も変わってきているだろうと僕
は思っています。むしろ、そういうことを高校
も大学も、我々も一緒になって変えていかなけ
ればならないんじゃないかと思っています。た
だ、中には岩盤のような安定志向というのがあ
ります。例えば、河合塾の生徒に「君何になり
たいの？」「公務員」「なんで？」「安定してる
から」と。だから僕は授業で、浪人しているク
ラスの連中に、将来は変化していって大変だか
ら変化に対応する力をつくろうと言っています。

　河合塾も、職員や講師の公募をすると大体数
十倍近い応募があって、面接5次まであります
けれども、面接の時これ言ったら絶対落ちると
いうのがあるんですね。特に、中小の塾から河
合塾に来られた人に、「なぜ河合塾に来たんで
すか？」と聞くと、「安定したいから」と答え
ます。これは絶対落ちます、というか、落とす
んですよ。だから、やはりそれぞれのところで
考え方を変えていくしかない、どこかのせいに
するわけにはいかないんじゃないかと思ってい
ます。

安西：企業もやはり生き残っていくためには、
採用から何から、特に、入社後の処遇等々昇格
等々については、昔のようにはいきません。こ
ういう大学だからというよりは、コンピテン
シーを含めた実力で評価していく方向にだんだ
ん変わりつつあるように、私には感じられます。
今、先生方がおっしゃった通りだと思いますけ
れども、逆にそういう学生、生徒を育ててきた
保護者、あるいは社会の方がなかなか変わりま
せん。このコンピテンシーとリテラシーと基礎
的な知識、この全体バランスを持っている学生、
あるいはどこかが突出していても、本当に多様
な学生が一つのキャンパス、あるいはそれをは
み出して学ぶようになっていくための入り口の、
入学者選抜のところです。具体的にどういう方
法にすればいいのかというところで、本当に大
学が多角的な評価でもって行うようになるのか
というのがあります。それについて、良案があ
ればむしろお聞きしたいくらいです。

関田：はい、これをおそらく増田先生もお聞き
したいんじゃないでしょうか。本当に大学は変
わってくれるのかと。逆にいうと、大学のほう
も、どうすれば我々とともにやってくれるのと
いうこともあるかもしれません。さまざまに答
えはあるのかもしれませんが、まずは大学とい
うところで、寺西先生お願いします。
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寺西：そうですね。やはり自分自身が授業を担
当していて思うことは、学生が平気でわかりま
せんと言えない、そういう場面が非常に多いよ
うな気がしています。実際には、そう簡単には
いろいろなことがわからないと思うんです。特
に、一番間違ったメッセージは、新聞とかテレ
ビを見ると、いわゆる日本のリーダーと言わ
れる人たちの議論が噛み合っていないですよね。
その時に、あなたの言ってることがわからない
んだけどという、そういう発言はまず無いじゃ
ないですか。要するに、一回聞いて、自分の
フィルター、自分のフレームで理解して返して
いるという状態、それが本当に学生にもあると
思います。我々もそうだと思うんですけれども、
本当にそういうふうに投げかけられていて、や
はり理解するために根掘り葉掘り、「こういう
ことですか？どうなんですか？」と、アメリカ
人の先生はかなり根掘り葉掘り質問をしてくれ
るんですね。それはやはりこちらをしっかり理
解しようと思って聞いてくれていると思うんで
す。要するに分からないんですって質問をする
勇気、これをどう育んでいくかということです。
例えば、極端な話ですけれども、入試で面接を
して、絶対わからないようなことを質問して、
学生がどういう反応をするか、そこで分かった
ような顔で答えた人を落とすとかです。そうい
うこともテクニックですが、一つの方法なのか
なと思うくらい、結構深刻な状態にきていると
思っています。ちょっと答えになっているかわ
かりませんけれども。

関田：なるほど。わからないということをしっ
かりと言える勇気を持っている、そういう学生
が創価大学には欲しいとのことですが、増田先
生、こんな大学に高校生送りたいと思います
か？（笑）

増田：実は、高校の授業だと、わかりませんっ
て答えは頻繁に出るんですよ。それは、先ほど
成田先生がお話をされましたが、教員が質問を

したときに、生徒がすぐに答えられないと解答
を出し、こちらが解答を用意してしまうという
形ができてしまうと、わかりませんと言ってお
いたほうが、楽なんですね。だから、高校の授
業の中で、生徒は結構わかりませんって言葉を
使うんです。アクティブラーニングは活動が目
的ではないですから、頭の中がアクティブに
なっているかどうか、頭のスイッチが入るかど
うかだと思うんです。だからそういう授業をし
ていかないといけないんだろうと思っています
し、その成果を見てくれる入試というのは、ど
ういうものなのかなとは思います。すぐには解
答は出ないですけれどね。
　ただ、先ほどからお話に出ている多様性とい
うことでいえば、公立の学校というのは、元々
多様性、さまざまな個性の児童、生徒がいます
し、さまざまな家庭環境の児童生徒もいますの
で、そういった多様性は担保されています。そ
の中でお互いの違いを認め合う、尊重し合うと
いう態度ができるようなアドバンテージがある
のかなと思います。その一方で、都立高校は生
徒の多様性に対応するために、さまざまなタイ
プの都立高校を作ってきました。またさまざま
なタイプの入試もしています。そうして、さま
ざまなタイプの学校を作っていくと、多様性の
はずが、逆にその学校の中では同質の生徒が集
まってきます。高校入試では成績で輪切りにな
りますので、なかなか高校の中で多様性が担保
されているような状況が失われつつあるのかな
と思っているんです。都立高校もさまざまな入
試改革を行ってきました。
　来年度以降、入試の採点ミスから始まった問
題などもありますが、できるだけ単純化してわ
かりやすい入試をしようとしています。それで、
大学で生徒の個性・多様性を評価していただく
ために、推薦入試だとかAO入試だとかさまざ
まな入試を行っていただいていますが、本当に
その入試が、大学がほしい生徒を取る入試に
なっているのかどうか。送り出している学校現
場からすると、AO入試が大学に合っている方
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法で、その大学で育っていく生徒を取れている
かというと、そこには若干疑問を持っています。

関田：ありがとうございます。今、増田先生は
なかなか難しいことをおっしゃったような気が
します。アドミッションポリシーを決めて、そ
れぞれユニークにそれぞれの学生を取っていき
ましょう、でもそうすると結局、その色に染
まった、多様性がなくなってしまった生徒が同
じ大学に集まってきてしまうという話にもなり
ますね。それならむしろシンプルに、あまり細
かいところではなく、ざっくり掬ってしまって、
その中にさまざまな人がいるほうがいいんじゃ
ないのかということですね。このあたりは受験
のプロの成田さんからお願いいたします。

成田：非常に役回りとしてまずいところに回っ
てきたなと思っているんですけれども（笑）。2
つちょっと感じるところがあります。私も予備
校で教えて25年近くになりますが、昔の先生
方のお話を聞くと、私も実は浪人をして河合塾
に通ったんですが、そのときに共通一次にひっ
かかっちゃった世代なんですね。そのことは非
常に影響が大きくて、答えが一つだと思うこと
が多くなってしまったとよく聞きます。ですか
ら昔は、こういう言い方はどうか分かりません
が、地方の公立高校の生徒会長タイプのちょっ
と荒っぽい奴、元気がいい奴（笑）、そういう
人たちが予備校に来なくなっちゃった、いなく
なっちゃったんじゃないかと思います。答えが
一つだっていうのが、ある意味定着したのは、
共通一次なりセンター試験の持っている意味が
あったというふうに僕は思います。ですから、
今回、入試改革の中である程度、答えは一つ
じゃないかもしれないというメッセージを出さ
れることは、非常に意味があると思います。も
ちろん、採点が大変だとかはいろいろあります
よ。先ほどの質問の話、一つの答えだと思うか
ら、間違っていると嫌だと思うから自己防衛で
わからないって言うんですよね。つまり、間違

う答えがあるから。でもそうやって試行錯誤し
ていく中で答えが出てくるんだということが必
要ですよね。本当に上位層のわかってる連中は、
ちゃんとやるんですね。試行錯誤しながら論述
問題やっていくみたいなところあるので、そう
いう意味では間違うことをためらわないという
ことです。
　そういう意味では、普通に考えてもわかると
思うんですが、質問というのは、わからないか
らというのもありますが、興味を示すことだと
生徒に伝えています。「もし君付き合いたい彼
女がいたときに、５択で決めるか」と。絶対質
問しますよね、「趣味は何？」とか。ですから
やはり入試も含めて、どんどん興味を示して自
分から質問をするようなことをやっていく必要
があると思います。
　そうすると次に２点目なんですが、そういう
ものをどう担保するのかということになります。
安西先生も非常に頑張っていらっしゃるのはわ
かるんですけれども、今のシステム会議の話な
んかを見ても非常に欠落しているなと思います。
入試を担保する人的なリソースについて全く配
慮がないというふうに思います。というのは、
例えば、AO入試でかなり成功しているのは、
京都工芸繊維大学のダヴィンチ入試は非常によ
くできています。AO入試なんだけれど、きち
んと思考力も多様性も知識も担保する形になっ
ています。これは、全学生の10分の1くらいに、
専属の先生が２人ついています。今日、実は名
簿の中に、アドミッションズセンターの内村先
生のお名前があったので、お話聞けばよかった
なと思ったんですけれども、この間聞いてみた
んです。「京都工芸繊維大学が、ダヴィンチ入
試を全面的にやるとしたら、どうしたらいいん
ですか？」と聞きましたら、「私みたいな立場
の人を10倍増やせばいい」とおっしゃってる
んですね。企業は採用のとき、ものすごくお金
をかけていますよね。それと同じことを、学校
がやるのはなかなか大変だとは思いますけれど
も、人的なリソースについて、やはりきちんと
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アドミッションオフィサーが、国を含めて、こ
ういうことをやりましょうという、フォローを
していくことが必要なんですが、そこのところ
の議論が全く欠けているかなと思います。

関田：今いくつかお答えが出てきたので、次は
自分にまわってくるだろうなと準備をされてい
る方がおられますから、聞かなくちゃいけませ
んけれども（笑）、今非常に大事な点が出てき
たと思うんですね。結局、入試といっても最終
的には人を選ぶという仕事になるわけですから。
それがどこまでも、人が温かく人を選ぶという
ような、そんな視点が必要なんじゃないでしょ
うか。そういう意味では正解が一つだけ、0か
1かの世界ではなくて、いろんな可能性がある
のだということを示す、だからこそ一生懸命考
えられる。そういったことを入試の制度として
変えていく。でも、それを支える人材が、いっ
たいどうなんでしょうか。入試のアドミッショ
ンといっても、多くの人を集めてきて、どう
やって選び分けましょうかという形が原型の中
で、ずっと大学はその文化を作ってきているわ
けです。これからは、さきほど寺西副学長が
言ったように、本当に一人一人を丁寧にしっか
りと見つめて考えてみていくような、あるいは、
成田さんが5択で恋人選ばないでしょうと言っ
たような、真剣にお互いに向き合っていく、そ
んなマインドというんでしょうか。そんな人た
ちが入試の世界には必要な気もします。そのあ
たりも含めて、一言松本さんの方から、コメン
トいただければと思います。

松本：今お話しの中でやはり、高校も大学もそ
の間も頑張る、その間も大きく変えるといった
ときに、これをやはり実のあるものにするに
は、企業が採用基準を明らかにする以外にない
のです。ここを明らかにしない限り、いつまで
やっても空転しそうな気がして仕方がない。出
口、つまり就職の状況だけで、大学が評価され
るというのが現状ですから、ここの評価の仕方

が明らかになります。企業は確かに、採用にお
金をかけているけれど、どこにかけているのか、
正直いうと私には見えないです。たくさんエン
トリーシートを消化するために、どこかに外注
しているわけですね。1万も2万も来ても人事
の採用担当者が読めるわけがないから、アウト
ソーシングしている。そのためにお金を使って
るのか、一体どこにこの採用のお金を使ってる
のかが見えない。
　採用基準を明らかにしたときに、もっと大学
教育はドラスティックに変わり、そしてそれと
連動した形での入口、つまり高校と大学の接
続の部分と連動した教育が意味を持ったものに
なっていくだろうなと思うんですね。いくらこ
うやって制度をいじっても、出口のところで、
見えない。ブラックボックスの中で、人が測ら
れていくということがある限り、絵に描いた餅
になるような気がします。そして、また新たな
「なんとか教育」。今大学を見ていると、「○○
教育」というのが増え、、本来大学で学ぶべき
ことがどんどん隅に追いやられていくような気
がしています。だから、この改革で、高校と大
学が共に手を携えて学んでいく。新しい教育を
作りあげるというのであれば、なんとかここに
企業を取り込んで、その企業にこっちを向かせ
る。私たちは今これだけやっていますから、あ
なたたちにもこっちを向いてもらわないと、困
るんですというメッセージをどうやったら送れ
るのか。たぶんそうやったときに、保護者の見
方ももっと変わってくるんじゃないかという気
がするんです。何を聞かれているのかもわから
ないで、思ったことを言ってしまいました。

関田：素敵なお答えありがとうございます。
行ったり来たりをしているうちに、もうそろそ
ろ時間になってまいりました。最後に、安西先
生から一言いただいて、クロージングしていき
たいと思います。お願いいたします。
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安西：今日は本当にありがとうございました。
パネリストの方々から、私にとっても非常にこ
れからの力になる話をいただきまして、感謝を
しております。最後に少しだけ今のお話につい
て申しますと、企業につきましては、今後、高
大接続に関係している側でも、企業と協力して
いく体制をとっていこうとそういう方向はござ
います。これからのことではありますけれども、
ぜひ関心をもっていただければと思います。非
常に大事なことであります。
　それから、答えが一つではない、あるいは答
えがない、そういう問題を自分で見つけて、そ
れを自分で当たってチャレンジしていくような
人材がこれから大事だと思います。共有させて
いただいたと思いますけれども、そういう人材
を育て、子どもたち一人一人からアタックして
いくようにするための、特に入学者選抜のと
ころをどうしたらいいのかということについて
です。答えがない問題を、やはり少しでも入学
者選抜でも出していきたいのです。新しいテス
トでも、今そこの検討をかなりやっております。
これについては、採点でも技術的課題が非常に
たくさんございまして、十分検討しなければい
けませんが、それもやっております。
　それから、人的リソースです。アドミッショ
ンオフィサーのことなどにつきましても、もち
ろん検討中でございまして、やはり国がバッ
クアップしていかないといけないという意見は、
一致しております。国全体の財政も厳しい中で、
この改革をどういうふうに持っていけるかとい
うのは、今、人的リソースもバックアップも含
めて、非常に重要なことです。
　また、そういう方向でいかなければいけない
というときに、今のままでいいのではないかと
いう雰囲気がどこにあるかというと、これは
むしろトップレベルのところに、勝ち組という
言葉は非常によくないかもしれませんけれども、
今で充分ではないか、充分そういう学生は育て
ていると思っておられる高等学校、大学等々、
あるいは企業も含めて、まだまだあるように感

じられます。それは実はそうではないのだとい
うことを、やはり理解していただくような努力
も、我々としてはやらなければいけないと思っ
ております。
　本当にパネリストのみなさんが言っておられ
る通りで、幕末の1853年に、浦賀にペリーの
黒船が来て、明治維新になったのは1868年で
すから、15年です。ところがこの高大接続改
革は、すでに20年あまり議論がされておりま
す。やはり新しい時代にむけて、それに対して
一人でも多くの人たちが協力をして、新しい時
代を作っていかなければいけません。今、その
曲がり角にきているということが今日の共通事
項だと思いますので、是非今後とも、いろいろ
ご指導いただき御意見もいただき、一緒になっ
て新しい時代のために、また子どもたちのため
に、努力をしていきたいと思います。どうぞ、
よろしくお願い申し上げます。

関田：では、最後に一言だけ。「高大接続入試
改革で、日本の教育は変わるのか？」という
クエスチョンマークをどう扱うのかというの
が、大きなテーマでございました。このフロア
におられる皆様も、日本の教育は変わる、そし
て、変えていくのは我々なんだとそんな気持ち
が高まった、そんな3時間30分でなかったかな
と思います。それでは、これにて教育フォーラ
ム、第13回FDフォーラムは終了いたしたいと
思います。パネリストの先生方、そして基調講
演をしてくださった安西先生に拍手をもって感
謝で終わりたいと思います。

（拍手）
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特集論文「高大接続」

高大連携の取り組みと課題
－創価高校「平和学入門」の取り組み－

玉井　秀樹

創価大学文学部教授
平和問題研究所所長

１．科目開設の経緯

創価高校の「平和学入門」は、金曜日 5・6
時限の 2 コマを使って実施される学校設定科
目である。創価高校における平成 9 年度（1997
年度）入学生の 3 年次自由選択科目「平和と
人権」として設置され、平成 11 年度（1999 年
度）に実際の授業がスタートした。創価高校か
らこの新設科目への協力要請があった約 20 年
前は、当然のことながら、今日のような「高大
接続」への取り組みが要請されていたわけでは
ないが、姉妹校推薦枠で創価大学への進学を目
指す生徒たちの学習動機の向上、大学での学修
不適応を出さないための予防的措置の必要性が
検討されており、そうした観点から、大学の模
擬授業を高校で行うという企画が検討されるこ
とになったといえよう。

開設当初の高校・大学間の協力関係はたいへ
ん簡素なもので、高校から通年で 5 回程度の講
師派遣依頼を大学が受けるというレベルであっ
た。実務は、高校の地歴公民担当教員と大学で
総合科目「平和と人権」を運営してきた平和問
題研究所の担当者との協議ですすめられ、全校
的・全学的なプロジェクトというよりも、まさ
に試験的取り組みであった。

高校の側では、通年のオムニバス方式の授業

は前例がないこともあり、「これまでの慣行や
内規の変更や講師謝礼の支出といった手間と金
をかけるほどの効果があるのか」といったこと
も含めて、この新科目の継続については様々に
議論がなされた。一方、大学の側も、高校への
出講の積極的意義が広く認識されておらず、学
部授業や校務が優先される状況下で派遣講師の
調整は簡単ではなかった。

しかしながら、開設数年を経て同科目は、選
択必修の「平和と人権・環境」として改変され、
高校校長から大学学長宛に講師派遣を正式に依
頼するという高大連携事業として取り組まれる
ことになった。このような発展の背景には、科
目履修者の学習意欲の向上、進路決定（学部選
択）への好影響といった効果が見られるように
なったことがあげられる。

２．授業内容

その後、「平和と人権・環境」は、大学教員
の担当回数も増加し、留学生との交流授業を加
えるなど、平和・人権・環境にかかわるトピッ
クスの理解を広げ、異文化コミュニケーショ
ン・異文化理解の機会を与えるという方向で進
展してきた。2016 年度より「平和学入門」と
科目名が変更になったが、前年度「平和と人
権・環境」と同様の授業設計であるので、この
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実施内容を紹介したい。
22 回（5・6 時限）の授業のうち、創価大学

教員による授業が 10 回、創価大学に留学中の

学生との交流授業 5 回、高校教員による授業、
リフレクションが 7 回という構成で実施された。
（資料①参照）

　資料①　2015 年度「平和と人権・環境」授業日程

No. 月　日 曜 授　業　内　容

1 4 月 17 日 金 ①学園担当 イントロダクションⅠ　映像教材『戦争ー果てしない恐怖』

2 4 月 24 日 金 ②創価大学担当 看護学部教授（「疫学・保健統計」、「国際保健学」）
「貧困と平和」

3 5 月 1 日 金 ③創価大学担当 国際教養学部教授（「国際関係論」）
「What is Globalization?」

4 5 月 8 日 金 ④創価大学担当 留学生との交流①　「高校生による学校案内と対話」

5 5 月 15 日 金 ⑤創価大学担当 文学部教授（「日露言語コミュニケーション研究」、「ロシア思想」）
「創立者の平和行動」

6 5 月 29 日 金 ⑥創価大学担当 留学生との交流②　「高校生による学校案内と対話」

7 6 月 12 日 金 ⑦創価大学担当 文学部教授（「平和学」）
「核兵器の問題を考える」

8 6 月 19 日 金 ⑧創価大学担当 国際教養学部教授（「数量経済史」、「東南アジア経済史」）
「『アジアの世紀』を生きる」

9 6 月 26 日 金 ⑨学園担当 １学期のまとめ
履修者全員がスピーチ

10 9 月 11 日 金 ①学園担当 イントロダクションⅡ　「戦後 70 年を考える」

11 9 月 18 日 金 ②創価大学担当 理工学部講師（「分子生物学」、「植物育種」、「食品加工」）
「植物を活用した身近な環境改善法と世界的な環境問題との接点」

12 9 月 25 日 金 ③創価大学担当 文学部教授（「平和学」）
「平和主義について考える」

13 10 月 9 日 金 ④学園担当 「第二次世界大戦終結から 70 年ー戦争と平和を考える」

14 10 月 16 日 金 ⑤創価大学担当 留学生との交流③　「高校生による学校案内と対話」

15 10 月 30 日 金 ⑥創価大学担当 留学生との交流④　「高校生による学校案内と対話」

16 11 月 6 日 金 ⑦創価大学担当 法学部教授（「行政法」、「環境法」）
「グローバル時代の環境問題を考える」

17 11 月 13 日 金 ⑧学園担当 ディスカッション：映像教材『マザー・テレサ：平和に捧げた生涯』

18 11 月 20 日 金 ⑨学園担当 ２学期のまとめ
履修者全員がスピーチ

19 1 月 15 日 金 ①創価大学担当 経済学部教授（「世界経済論」、「開発と貧困の経済学」）
「経済格差の社会疫学：競争的・優位社会戦略から親和的・協力的社会へ」

20 1 月 29 日 金 ②創価大学担当 留学生との交流⑤　「高校生による学校案内と対話」

21 2 月 5 日 金 ③創価大学担当 学士課程教育機構教授（「応用経済学」、「アフリカ地域研究」）
「ガンジー／マンデラの人権闘争と非暴力」

22 2 月 12 日 金 ④学園担当 １年間のまとめ
履修者全員がスピーチ
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大学教員による授業テーマは多様ではあるが、
ディシプリンやトピックスについて統一してい
るわけではない。授業設計はあくまでも高校担
当教員によって策定されており、大学教員は、
ゲストスピーカーとして、高校生にとって新し
い問題点や発想の基点・視点を提示することが
期待されている。担当教員は、具体的な事象や
自分自身の体験を通して学術的研究の意義や効
用を伝えられるように、授業を工夫して臨んで
いる。

平和・人権・環境という枠組みがあるとはい
え、体系的とはいえない多様なトピックスの授
業内容を履修生徒に定着させる工夫として、レ
ポート作成がある。（資料②参照）　履修者は、
授業ごとに内容を振り返る文章を記述し、高校
の担当教員がこれを確認してフィードバックす
ることで、学習内容を一過性のものとさせない
効果があると考えられる。加えて、履修者全員
が学習内容を文章化し、口頭発表するという形
で学期末ごとの振り返りを行い、学習の定着と
効果の測定を行っている。

近年になって大学におけるアクティブ・ラー
ニングが推進されていることもあり、生徒との
双方向コミュニケーションやグループ・ディス
カッションなど大学教員の授業の進め方の工夫
が見られるが、アクティブ・ラーニングという
点では留学生交流の取り組み方が優れていると
いえるであろう。

履修者はグループごとに留学生歓迎と校内案
内というミッションを遂行する PBL（Project 
Based Learning）に取り組む。事前に、①自
己紹介、②高校案内、③日本紹介、④留学生へ
の質問を用意し、この計画に基づいて当日の歓
迎・交流を行う。（資料③参照）そして、事後
のレポート作成で学習内容の振り返りを行うと
いうプロセスである。最近は、このような留学
生交流授業を 5 回実施することで、こうした学
習内容の定着が進むようになったといえよう。

　資料②　授業レポート
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３．創価高校／創価大学連携の特徴

「平和と人権」開設の背景として、創価高校
生徒の推薦進学へのモチベーションの向上、進
学後の学修の定着を目指す狙いがあったことは
既に述べた通りだが、そのテーマが「平和と人
権」であったことはきわめて特徴的であるとい
えよう。創立者を同じくする姉妹校として、建
学の理念を共有し、当然ながら共通の価値観に
基づいた教育ミッションを掲げている。

　創立者池田大作先生の示された各校の建
学の理念は、それぞれの教育の根本的指針
となっており、永遠に不変である。各校通
じて「生命の絶対的尊厳を基調とした人間
主義」を貫き、自身の確立とともに他者へ
の貢献をめざす「人生と社会に価値を創造
する知性と人格を兼ね備えた人材」を育成
することを目的としている。
（「創価一貫教育ミッションステートメント」

［http://www.soka.ed.jp/lesson/mission/
index.html］）

　「創価」とは、価値の創造を意味します。
その価値の中心は生命にほかなりません。
生命の尊厳を守る平和という「大善」に向
かって挑戦を続け、いかなる困難にあって
も価値の創造をやめない―そうした人格、
すなわち「創造的人間」の育成にこそ、創
価教育の眼目があります。
（創価大学「建学の精神」［http://www.
soka.ac.jp/about/philosophy/spirit/］）

創価教育の成果として「創造的人間」の輩出
を目指す以上、高大連携して、自他の生命の尊
厳を判断基準として、自他共の幸福、平和社会
の創造をめざすという価値観を涵養し、現実社
会での実践を促すことが、基幹的な教養教育で
あるといえよう。

創価大学は、建学理念として「人類の平和を

　資料③　留学生交流レポート
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守るフォートレス（要塞）たれ」と直裁に平和
創造を掲げており、この理念の具現化の一つと
して平和問題研究所を創設した。日本の大学に
おける平和研究の制度化の初期（1976 年）に
誕生した研究所では、「核兵器廃絶」、「国連の
機能強化」、「アジア・太平洋地域における平
和構築」といったことを主たる研究テーマとし
て活動を進めていったが、創設初期より研究成
果の社会への還元、とりわけ学生への教育活動
にも積極的に取り組み、1987 年には総合科目
「現代の危機と平和」を開講している。その後、
1992 年度からは「平和と人権」と科目名をあ
らため、2014 年度からは「平和学Ⅱ」として、
内外の講師によるオムニバス講義として定着し
ている。

創価高校としては、建学の理念をともにする
大学の教育資源を活用できるというアドバン
テージがあったわけで、高大連携のメリットが
大きかったといえよう。新科目開設からカリ
キュラムとして定着させるまでにはさまざまな
障害もあったが、20 年近く継続・発展させて
きたことの意義は大きく、文科省のすすめる
スーパー・グローバル・ハイスクールの 2016
年度指定校（「言語技術を磨き、地球規模課題
解決に取り組む能力育成プログラム」）選定の
一助となったといえるであろう。

また、創価大学としても、教育の質を保証す
ることが必須となる時代を迎え、大学教育に対
応して自律的学修をすることができる学生、す
なわち、必要とされる学修成果を獲得すること
ができる学生の獲得がますます重要になってき
た。アドミッション・ポリシーに合致する学生
の養成・獲得につながる高大連携事業としての
授業協力にこれまで以上に積極的に取り組むよ
うになっている。

４．今後の課題

以上、一科目だけではあるが、創価高校と創
価大学における教育協力の取り組みについて、
その経緯と特徴を紹介してきた。様々な環境の
変化の中で今日まで継続してきたことの意義は
少なくないが、今後は授業改善の PDCA サイ
クルを確立する必要があると考える。

授業計画（Plan）と実施（Do）の体制はす
でにできあがっているので、学修成果・教育効
果の測定（Check）と改善（Action）のプロセ
スを組み込んだ組織を立ち上げることが望まし
い。現状は一科目の運営なので大人数にする
必要はないが、高校・大学それぞれの担当教
員（2 ～ 4 名）で、例えば「平和学入門担当者
会」といった名称で機関として科目運営にあ
たる体制をつくり、担当者が入れ替わっても
PDCA サイクルは稼動し続けるようにするこ
とを提案したい。

特に教育効果の測定体制の確立は重要な課題
である。効果測定のあり方について高大で共同
研究をすることも必要であろう。また、学修成
果の測定だけでなく、履修者の追跡調査（進学
先、大学での学習成果、卒業後進路）を実施で
きれば、教育効果の考察に有意義なデータを提
供することになるであろう。

履修者に関する情報の収集と蓄積を大規模に
行うことは難しくとも、まずは、学習成果（生
徒の作成物）と評価の蓄積から開始し、高大の
担当者で学習成果＝教育効果を検討・評価する
ことで、PDCA を始動できるよう取り組んで
いきたい。
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基調講演「文部科学省 AP 事業採択記念 FD フォーラム」

教学マネジメントの活性化と IR による 
「見える化」「言える化」

－「学生を知り抜くため」のEMIRの実践事例から－

福島　真司

山形大学　エンロールメント・マネジメント部　教授

Ⅰ．EMとIR

山形大学の福島真司でございます。私が所属
しているエンロールメント・マネジメント部は、
学生、卒業生、それから保護者など様々な方と
関係する外回りの仕事をしています。入学前の
学生募集に関しても、相当程度業務を行ってお
ります。

本日は、教学マネジメントの活性化とIR
（Institutional Research）による「見える化」
「言える化」という観点から、なぜIRなのか、
IRでどのようなことをめざしているのか、あ
るいは、山形大学ではこのようなことをやって
います、このような点は皆さまの参考になるの
ではないか、というような点をお話させていた
だきます。

私は、山形大学が4つ目の職場となります。
最初に私立大学を2つで合計11年間勤めました。
今年度が終わると、国立大学が12年間になり
ますので、大体半々なのですが、大学人として
の基礎的な部分は、最初の2つの本当に小さな
私立大学で学んだと思っています。最も大切な
ことは、私たち教員は学生がいないと仕事にな
らないということです。どんなに優秀な研究が
できても、どんなに立派な授業ができても、目

の前に学生が集まっていないと何にもならない
わけですね。職員も同じだと思います。どんな
に企画力があって、学生への対応力が素晴らし
くても、学生がいないと何にもならないわけ
です。私たちにとって、正に、学生が全てです。
さらに保護者の方がいらっしゃいます。日本の
大学の場合、保護者の方がスポンサーになって
いることがほとんどです。学生と保護者が十分
に納得し、満足できる教育を継続していかない
と大学はもちろんのこと、教職員自身もこの職
場からは退場しないといけない、これを小さな
私立大学で学びました。

EMの定義
まず、用語の話になりますが、「エンロール

メント」は、直訳すれば「入学」とか「入り口の
登録」という意味です。それを「エンロールメ
ント・マネジメント」という形で使うと、少し
違う意味になります。入学前から卒業後まで一
貫した学生との関係性を構築し、自分たちが欲
しい入学者数を継続して安定的に確保するため
のマネジメントという意味になります。

大学は、学生が入学する前に、学生募集活動
を行います。それから入試に出願し、受験して
もらい、合格者を決定し、学生が入学すること
となります。ここまではアドミッション・セン
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ターなどの領域です。その後、学生生活が始ま
りますが、卒業までずっと満足な学生生活を
送ってもらい、卒業時には就職活動で成功して
もらう。さらに卒業後も、一定の関わりをもち
続けます。例えば、卒業生に、インターンシッ
プを受け入れていただく、あるいは、卒業生の
中には様々なタレントをもつ方がいるでしょう
から大学等で講演していただくとか、そういう
お付き合いをする中で、ご子息に入学していた
だくとか、年次寄付をいただくとか、亡くなっ
たときには遺産の一部でも寄付していただくと
か、そういうサイクルをマネジメントしていく
わけです。すなわち、学生が大学に興味をもっ
た瞬間から亡くなるまで、大学との関係をしっ
かりともっていただくことがEMの要諦です。
それが継続されることで、結果として、入試に
おいて、自分たちが欲しい学生が欲しい数だけ
しっかりと継続して集まることをめざします。

EMの根本は、1人の学生がＡ大学に入学し
た後、その学費と期待に見合った学生生活を送
れるかどうかという視点で学生を支援するとい
うことです。それがEMの根本ですが、その実
現には、科学的マーケティング手法や、IRの
ような「大学調査」を活用する必要もあります。
「大学調査」というのは、機関別認証評価や国
立大学法人評価など公開を前提にした調査だけ
でなく、大学の課題発見、課題解決に資する
調査など、公開を前提にしないものも多く含み
ます。EMを定義すると、少し硬い表現ですが、
「戦略的なプランニングによって組織され、学
生の大学選択、大学入学、在学中の教育サービ
ス、休学・退学の阻止、卒業後も含めた、学生
の将来に関わる支援諸活動を総合的にマネジメ
ントする」ということになるでしょうか。

Marketingの定義
マーケティングを教育の世界にもち込むこと

に対して批判的な方々には、大きく分けて2つ
の誤解があると思います。1つは、マーケティ
ングとは売りつけの手法なので、とにかく学

生をかき集める、寄付金を集めることがマーケ
ティングだという誤解です。もう1つは、学生
を顧客として捉えるとは、学生がわがままを
言ったら全部聞くのか、それが教育なのか、と
いう誤解ですが、現代的なマーケティングには、
そのような定義はありません。

フィリップ・コトラー（Philip Kotler）は、
マーケティングについて「個人や集団が、製品
および価値の創造と交換を通じて、そのニーズ
や要求を満たす、社会的、管理的プロセスであ
る」と定義しています。重要なことは、価値を
生むということです。大学の場合、学生が主に
なりますので、まず学生の価値を創造する、さ
らに学生と関わる教職員、加えて卒業生、地域
の方も含めて、関与する全ての者にとって価値
あるものを創造すること。マーケティングはそ
のための一連の制度、プロセスです。言い換
えれば、EMは学生の価値の創造とその最大化、
そのための組織一体となったダイナミックな活
動ということです。

完璧な制度はありませんので、仕方がない部
分もありますが、APの審査にせよ、私立大学
の改革経費の審査にせよ、ポイント制になりつ
つあります。ナンバリングをしたのか、FDを
実施しているか、そこで何人が集まったのか、
全体の何パーセント参加したか、IRの組織を
もっているか、専任スタッフを置いているか等
といった外形で点数を付けていくわけです。そ
うすると、自分たちの大学は教育の質を保障
している、なぜならば、ナンバリングをやった、
シラバスを体系化した等、質保証の要素は全部
作った、だから、教育の質が保障されています、
これは大きな誤解だと私は思います。教育の質
が保障されているかどうかは、本来は、学生が
成長したかどうかがポイントですので、そこに
フォーカスしていく必要があります。外形的な
ものを全て揃えていても、学生が不満で、成長
していなければ無意味です。教育の質を保証す
る取組は、やらないよりは、やった方が当然よ
いです。ですが、一番にめざすところは、学生
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の成長なのだということを誤解しないことが必
要です。

EMは学生価値の最大化のための活動
大学マーケティングは組織一体となったダイ

ナミックな取組ですので、それに関連する業務
は、入試のプロモーションや入試実施といった
アドミッション業務、寄付募集といった同窓会
業務だけではなく、全ての仕事ということにな
ります。例えば、一つ一つの人事異動や、一つ
一つの契約等が、学生にとって本当に意味があ
るのか、そのように考える必要があります。ア
メリカの場合、国の歴史よりも、大学の歴史の
方が長く、ガバナンスの仕組みが整っています。
評議会のような大学の意思決定に関わる会議体
に、学生代表や卒業生代表が入ることもありま
す。州立大学の場合、州の代表も入っています
し、教職員だけの理屈で、会議の結論を導くこ
とはできません。

一方で、日本の大学では、そのようなガバナ
ンスの仕組みがまだまだしっかりとしていませ
ん。ですから、教職員は自分自身を律する必要
があります。この結論で、学生が納得するのか、
保護者が納得するのか、全員がそのような原点
に戻る作業が必要になってきます。この会議に
学生や保護者が参加していたら、このような結
論になったのか、そのようなことを常に想定し
て考え続ける必要があります。

科学的調査分析にはDBが不可欠
EMで重要なことは、分析的な視点で学生を

捉えることです。大学ではよく、私のような年
齢の人間が集まって、最近の学生はこう考えて
いるよね、と会議で学生を決めてしまっていま
す。学生を理解しているつもりで議論しないこ
とが大切です。また、学生を知ることを決して
諦めないことです。個人的な考えや憶測をベー
スに議論するのではなく、データやファクトを
中心に議論する、言い換えれば、科学的に調査
分析するということですが、そのような組織文

化を醸成していくことが重要です。
科学的な調査分析のためには、データベース

（DB）の存在が不可欠です。受験区分ごとの
入学後のGPAと満足度との相関、さらに卒業
生の満足度、あるいは学生は大学で何を実現し、
卒業後に何を実現したいのかなど、様々なデー
タが必要です。学生は何に満足し、何に不満な
のか、そういった定性的なことも知る必要があ
ります。それから、私たちの大学に対する社会
の期待を知ることも大切です。自分たちの目標
と外部の世界から求められているものが大きく
乖離している場合、学生募集での成功は困難に
なります。期待や求められているものと提供す
るものを、巧くマッチさせていくことが重要で
す。

マーケティングの要諦
データには2つの性格のものがあります。1

つは定量的なものです。成績や志願倍率等は
これに入ります。もう1つは定性的なものです。
これはインタビューをしたり、アンケートを
とって集めます。アンケートのような主観的な
調査結果は当てにならないと言う方がいますが、
分析の切り口やデータの活用方法によってはそ
のようなこともあるかも知れませんが、主観的
だとしても、まずは聞いてみることです。主観
を知ることが大切な場合もあります。私の経験
では、インタビューは重要です。特に改善を考
える時は、そう考えます。アンケート調査の場
合、選択肢にないものは分析できません。いか
に選択肢を作るかがポイントです。現場の実務
に精通していない人は、必要な選択肢を作り出
せません。統計の専門家が選択肢を作り、統計
的に完璧に分析したとしても、そのような分析
結果は、論文としては面白くても、現場の改善
にとっては役に立たない場合もあります。

様々なデータを分析する上で、マーケティ
ングの古典ではありますが、「STP」、すなわち
「セグメンテーション」「ターゲティング」「ポ
ジショニング」は大切な視点です。まず「セグ
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メンテーション」ですが、私どもは全ての学生
の全ての項目の満足を達成することはできませ
ん。学生の中には、「課外活動を4年間しに来
ました」と言う者もいれば、「とにかく勉強し
たい、資格を取りたい」と言う学生もいます。
学生の志向性は一定程度まとめられますが、基
本的にはバラバラです。全ての学生に対しマッ
チする授業は、全ての学生に家庭教師をつける
しかありませんが、これは不可能です。ですか
ら、私たちはどのようなグループの学生のどの
ような部分の満足を上げるべきなのか、という
ことを考えないといけないわけです。経営資源
は限られていますので、その中で自分たちの価
値が一番高まる方法を考えるということです。
単純化に言えば、こういったグループの学生の
こういう満足を上げよう、成績のこの部分をこ
の程度上げてあげよう、こういう資格取得率を
ここまでは少なくとも上げようと、学科ごとに
目標は違うと思うのですが、こういう結論につ
なげられる分析が必要です。

次は「ターゲティング」です。ターゲットを
絞るとは、そこに集中して取り組むということ
です。そのようにして、成果を大きくしていく
ことを考えないといけません。それでは、主た
るターゲットではない学生は切り捨てるのか、
という議論になりますが、そうではありません。
バランスを考えようということです。全員に対
し、全てにおいて完璧な教育サービスは提供で
きませんので、私たちが一番強いところに注力
していく。余裕があれば、その他のところにも
力を入れますが、価値を最大化させるための、
優先順位やバランスを考えるということです。

最後に、「ポジショニング」です。現在、日
本には781の4年制大学がありますが、その中
で自分たちのポジションを考えていくというこ
とです。セグメントに分け、その中でターゲッ
トを絞っても、そのような大学は他にもいく
つもあるでしょう。では、その中で、どのよう
なポジションをとっていくのか、ロケーション
や難易度などとの関係を考えつつ、最適なポジ

ションを探る必要があります。「生き残りのた
め」ということもありますが、もっと大きな視
点では、「学生の価値創造のため」です。我々
自身が、本当に強いところを伸ばし、学生の価
値、そして、大学自体の価値を上げるために組
織全体のベクトルを合わせるということです。

Ⅱ．米国におけるIRの歴史とトレンドIR

米国の大学―IRの歴史
アメリカにおけるIRの歴史を振り返ってみ

たいと思います。IRは、当初はある先生、あ
る教員集団からスタートしました。自分たちの
授業の成果は何か、それを調査しましょうとい
うところから始まりました。組織全体での取組
は、1960年代以降、大学の拡大時期です。戦
争に行った方々の再教育や、人口増加、社会人
の教育などのニーズが高まり、大学の拡大期を
迎えます。アメリカは、実は、極端な18歳人
口の減少をあまり経験していません。現在、東
海岸ではやや減少していますが、西海岸では増
加していますし、世界中から学生が集まってく
るため、学生が集まらないのは、地方の非常に
小さな宗派のキリスト教の大学など一部のみで
あり、それ以外の大学では学生は集まっていま
す。ただし、拡大期であっても、黒字倒産もあ
ります。施設を大きくし、学生をもっと増やそ
う、そのためには教員をもっと雇おうというこ
とを考えた場合、アメリカの大学には定員があ
りませんので、自由に拡大できます。それを
やって投資した結果、期待したほど学生が増え
ず、倒産するということもあります。ですから、
組織的に計画をしっかり立てて、マネジメント
をしようということになります。加えて、アメ
リカでは転学が比較的容易ですから、入学した
後、学生が次々に別の大学に移っていくという
こともあり得ます。ですから、学生の満足度が
大切になり、どうやったら学生に大学に残って
もらえるのかを考えることになるわけです。結



基調講演「文部科学省 AP 事業採択記念 FD フォーラム」 41

局、大学経営の安定というのは、学生をしっか
りと集め、卒業まで満足した学生生活を送らせ
るかどうかということなのです。

次に、アカウンタビリティー（説明責任）が
理由でIRが拡大しました。これは日本でもそ
のうちに要望が大きくなると思います。アメリ
カにはAGBという大学経営者の勉強会があり
ます。2日から3日間、朝の7時にスタートし
て夜の8時までぶっ通しで勉強するような真剣
勝負の勉強会ですが、そこで大学経営者が「最
近こういうことが起こっています」と質問しま
した。入学予定者が大学を決める情報を得よう
と、入学前に、両親を連れてやってきます。親
戚も連れてきます。さらに弁護士とファイナン
シャルプランナーを連れてきて、「この授業料
の内訳を説明して欲しい」と言うわけです。大
学側はこの質問に対し、この授業料はこのよう
な根拠で積算されて、このように使われている
と回答しなければなりません。アメリカの大学
に対しては様々なDBサービスが充実していま
すので、全米の統計から自分たちの大学と同
様なセグメントでは、平均いくらぐらいなの
で、「うちはちょっと高い方です」と言います。
「では、なぜ高いのですか」と聞かれるわけで
す。安くても、「なぜ安いのですか」と聞かれ
ます。「こんなに安くて、しっかりとした教育
ができるのですか」と言うわけです。高くても、
安くてもその根拠を聞かれ、追加の質問に対し
ても、大学側は回答する義務があります。IR
オフィスはその度にデータを開示する必要があ
ります。そのほか州政府、財団など様々なとこ
ろから受け取ったお金に対しても、パフォーマ
ンスが金額と見合っているかどうかを、証明し
ないといけません。これらのアカウンタビリ
ティー対応が、アメリカでは非常に大変になっ
ています。

米国の大学―IRの基本的な役割
様々なIRの考え方があるのですが、仕事は

基本的に3つです。

1つ目は「レポーティング＆リサーチ」です。
「レポーティング」は学生数とか、学生の人種
構成とか、奨学金を何パーセント出しているの
か、いくら貰っているのか等の定量データを集
め、報告するような仕事です。「リサーチ」は、
学生調査に代表される調査を実施することです。

2つ 目 は「IE（Institutional Effectiveness）」
です。これについては、大学によって考え方や
役割が異なっている場合もありますが、効果の
検証、すなわち、学修成果、教育のパフォーマ
ンス、効果、アウトカム等を分析する仕事です。
特に、教育の成果等の検証の場合、主に研究者
である教員が実施しています。学会や研究会な
どで、喧々諤々と議論し、自分たちの学問領域
での成長とは何かを定義し、達成度を測るため
の統一的なテストを作ったり、様々な努力をし
ています。これは、長い時間をかけてもなかな
か明確にならない世界とも言えますが、重要な
役割には違いありません。

3つ目は、「プランニング」です。様々なデー
タ分析の結果を利用して、戦略的に計画を立て
ていくわけです。新しい学部や学科、プログラ
ムを作ろう、あるいは廃止しようとか、教員を
増やそうとか減らそうとか、そのようなことを
計画するわけです。

図１
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IRの基本は、このような3つの仕事です。た
だし、3つを並べると大変だなと思われるか
もしれませんが、全ての大学のIRオフィスが、
全ての業務を行っているわけではありません。
自分たちにとって必要なことを、必要なだけ
行っています。IRとは何かを定義してから行っ
ているのではなく、自分たちに必要なデータを
扱う仕事をIRと呼んでいるだけです。

米国の大学―今後のIR
IR業務をピラミッドとして考えると、最も

基礎の部分がデータです。その上が、それを集
めたデータベースです。今はハードの容量も大
きいですから、中規模までの大学であれば、そ
れほど大きなシステムを組む必要もないかも知
れません。その上に、リサーチやレポートの機
能があり、その結果をプレゼンテーションする
機能があり、そして、最もピラミッドの上位に
は、意思決定がありますので、それを支援する
ために、全ての機能があるわけです。

日本ではあまり注目されているとは言えま
せんが、大事なのが「データプレゼンテーショ
ン」です。データを分かりやすく伝えるという
ことですね。難しい統計を駆使して、学長に
「こうなっています」と言われても、意思決
定には繋がらず、困るだけということもありま
す。ですから、しっかり意思決定に資するよう
にデータを渡す、見せるということが大切です。
意志決定者には上級管理者もいれば、理事長の
ような人もいます。それから現場で改善をする
係長もいます。あるいは現場担当者がA案とB
案、どちらがいいのかを考える時に、データが
あれば大変参考になります。

最近、データを使って分析レポートを作る仕
事は機械がやってしまいます。こういうデータ
を作ると決めてしまえば、あとは機械がやって
しまいます。人間が本当にやるべき仕事はデー
タプレゼンテーション以上の部分になりつつあ
ります。分かりやすく解説し、意思決定につな
げることはますます重要になっています。

Ⅲ．山形大学型EMとIRのコンセプト

山形大学の組織と沿革
私ども山形大学の取り組みについてお話しま

す。評判が高いのはありがたいのですが、評判
ばかりが先行していると私自身は思っています。
時間が掛かる仕事ですし、それほど簡単に成果
は出ません。部署の人員は徐々に多くなり、事
務職員3人でスタートした組織が、現在では40
人程度になっています。

組織の沿革と変遷については、資料をご覧に
なってください。2006年7月から2014年3月ま
での発展の様子をご理解いただけると思います。
その次の図は、2014年4月の改組を示していま
す。組織は大きいのですが、IRばかりをやっ
ているわけではありません。　

図２

図３
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EM部EM企画課のビジネス・システム
仕事は、EMということで、一応は、入学前

から卒業後までを担当しています。入学前は、
学生募集に関する戦略を立てます。高校訪問や
模擬授業、大学説明会等のイベント開催等の現
場の仕事もやっています。在学中は、入学前の
様々な調査をまとめ、入学後の成績との関係を
分析したり、学生満足度の調査を実施したり、
その向上のための計画を立てる等を行っていま
す。学生調査をしますので、いくつか教育的な
イベントの実施等も行いますが、教育の組織で
はなく事務系の組織ですので、在学生に対して
は、基本的には調査と分析が中心的な仕事です。
保護者交流会も担当しています。卒業後は同窓
会強化の業務です。卒業生調査を行ったり、あ
まり成功しているとは言えませんが、寄付募集
につなげるための同窓会の支援等です。

入学前、在学中、卒業後の3つの業務量を比
較すると、発足当初は6：3：1でしたが、現在
は5：3：2です。当初より、在学中の調査等の
IR業務や、卒業後の業務の比重が上がってい
ますが、学生募集の比重が相変わらず高くなっ
ています。中長期的には、3：4：3にしたいと
考えています。在学中の満足度を向上させて、
卒業後の大学へのコミットメントを高めるとい
う戦略です。EMの成果として、寄付募集や卒
業生の関係者の入学につなげていこうというわ
けです。

山形大学EM部のIRに関するコンセプト
私どものIRのコンセプトですが、「私たちの

学生を知り抜く」を一番のテーマとして考えて
います。まず、学生を知ろうということです。

2010年以降、文部科学省から大型の予算を
いただき、学生のデータ分析の仕組みを構築中
です。まず、各部署がもつデータベースなどか
ら必要なデータを抽出します。入学前では、大
学との接触データと入試の成績等の入試に関す
る情報です。在学中は、入学時の満足度・期待
度の調査データ、出欠状況、入学後の成績、相

談履歴、授業評価、満足度・達成感の調査デー
タ、奨学金データ、休学・退学者に関するデー
タ、就職状況調査、卒業時の目標達成度のデー
タなどです。卒業後のものは、卒業生の振り
返り調査に関するデータです。名前等の個人情
報は排除し、システム内で個別IDを振り直し、
属性の分析をできるようにしています。私ども
は、データ集めの段階に相当の苦労をいたしま
したが、現在は、IR業務に対する理解や追い
風がありますので、IRの後発の大学は、デー
タ集めにはそれほど苦労はいらないのではない
でしょうか。

学生満足度の向上についての分析
学生満足度調査は、それだけを分析して

も、全体の学生の合算や平均の結果しか分か
りません。そこで、学生を入試区分、出席状況、
GPA等のいくつかのタイプ別に分類し、タイ
プごとの満足度を分析します。私どもでも、か
つての満足度調査は、単発で、無記名式のアン
ケート調査で行っていましたが、現在は、学生
番号でログオンさせる形で実施していますので、
結果を他のアンケート調査等と組み合わせ、第
一志望か、第二志望かのように志望順位で切っ
てみたり、満足度の高いグループはどうか、入
試区分ではどうか、GPAのグループ別にはど
うか等を見たり、逆に、満足度で学生をグルー
ピングして分析を行っています。そうすること
で、どのようなグループの学生の、どのような
満足を高めていくことが必要なのかを検討でき
るようになります。

休学・退学についての分析
大学にとって必要な視点は、休学や退学の理

由を把握し、効果的な対策を取れるかどうかで
す。ただ残念ながら、本学では、休学・退学は
データについては集められていない部分が多い
という状況です。初年次の全ての授業での出欠
状況はIC学生証で把握されますので、今後分
析に活かすことを考えていますが、それまでは、
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個々の授業でしか欠席が分からず、全ての授業
を休みがちなのか、個々の授業を休みがちなの
か、見分けがつかない状況でした。いつ欠席す
る状況が始まるのか、その後、どのタイミング
で休学・退学するのか、その理由は何か等はま
だ明確にできていません。実は、この分析を強
く進めたい学部が、カウンセリングルームと調
整したのですが、センシティブ情報ということ
で、調整がつきませんでした。相談内容の詳細
よりも、いつ相談が始まって、どのような内容
に分類される相談について、何回相談して、結
果がどうなったかという傾向を掴む、今後はそ
の辺りをしっかりやっていこうと考えています。

卒業生の評価についての分析
卒業生の評価は、重要です。ただし、卒業生

調査を単体で実施しても、全体の傾向しか把握
できません。それでは、調査コストと比較して、
利用価値が小さいものとなります。そこで、在
学中のGPA、満足度、出席状況、入試区分等
を切り口に、他の調査と併せて分析することが
大切になります。私どもも、卒業生アンケート
調査は、かつては無記名式で行っていました
が、在学時の学生番号などでログオンするウエ
ブ調査の形式で、5年に1度行っています。次
の5年後の調査からは、入学前から卒業までの
諸データが揃っています。卒業してから3年か
ら10年経った卒業生の中で「山形大の教育がよ
かった、今そのおかげで幸せだ」と回答する卒
業生が、学生時代にどのようなプロファイルで
あったかが把握できるわけです。

卒業生の視点で諸情報と統合して分析するこ
とができれば、山形大の教育上の成功パターン
が出てきます。そうするとアドミッションポリ
シー、カリキュラムポリシーが変わってきます
よね。高校訪問も変わってきます。こういう教
育ができるというデータがあると、それに見
合った学生を集めたいという方向に変わってい
きます。　　

就職についての分析
次は、ある学部のある資格に関する試験につ

いて、どのように分析しているのか、モデルを
ご提示します。原則非公開ですので、詳細な
データについては触れられませんので、ご了承
ください。

この試験に合格した学生は、１年次から、継
続してGPAが一定程度高い数値です。比較し
て、不合格の学生は、1 ～ 2年次にあまり高く
ありませんが、2年次後半ぐらいから、猛然と
勉強をしたのかGPAを上げています。ただし、
結局、合格者の水準には達せず、合格しなかっ
たということがわかります。このようなデータ
は１年生のガイダンス時等で使います。先輩の
データを見せながら、この試験に合格しようと
思ったら、1年生のときからGPAがこの水準に
ないといけないと指導するわけです。

次は、決定木を用いた分析です。これもシス
テム上で簡単に分析できます。ある学部のある
資格に関する試験を例にとりますと、何をター
ゲットするかを決め、この場合、合格したかど
うかですが、その次に要因と考えられるデータ
を選択するだけで、自動的に答えを出してくれ
ます。最も大きな分岐は、この学年のこの期の
取得単位数です。この数値を超えていれば4割
以上が合格していますが、この数値未満の学生
はほとんど合格していません。この学年のこの
期のGPAがこの数値を超えていると約9割が
合格していますが、GPAがこの範囲の学生で
あれば4割が合格しています。GPA がこの数
値を切れば合格者は0です。その他には、就職
ガイダンスへの出席ですね。最初のガイダンス
に出席するかどうかで、分かれています。また、
就職セミナーは全体で7 ～ 8回やっていますが、
どれが効果的かという分析も行っています。

ある学部では、一般企業に就職した学生の
データを分析しています。就職した中でも、優
良企業とは何かを、帝国データバンクなどの
データからモデルを作り、優良企業に入った者
とそうではない者の分岐を見ます。そうすると、
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GPAが高い方が優良企業に入っていることが
明確にわかります。この結果について、教員は
喜びます。就職と大学時代の成績は関係がない
といわれていますが、やはり関係はあるという
話ですから。これらは、お見せできる範囲の分
析例です。

短大・大学マネジメントの課題
大学マネジメントには難しい面があります。

限られた経営資源と各部局の要求のぶつかり合
いですね。教育は現場で行われています。先生
たちは、基本的に全員授業をもっています。上
から「こうしろ」と言われても、納得できない
ことはしたくありません。これは、当たり前で
す。企業等の組織活動では、全体が重要で、部
分最適は悪のように言われますが、教育の場合、
部分がよければ、すなわち、先生1人1人の授
業が本当によければ、その結果として学生は成
長し、学科の評判がよくなり、学部全体もよく
なって、大学全体がよい状態になります。だか
ら、部分最適は重要です。大学はトップダウン
が難しい組織であり、独特の合意形成文化を
もっています。部分を大切にしないかぎり、大
学マネジメントは成功に近づけません。これは、
非営利法人に共通した課題だと私は思います。

一方で、現在の経営環境下で必要とされるマ
ネジメント・スタイルですが、迅速に意思決定
をして、行動しないといけません。加えて、プ
ライオリティを定めた戦略の策定が必要です。
経営資源が減少すれば、全学として一番効果が
高いことに集中した方がよいわけです。全学的
な方向性を出していくことも必要です。皆がバ
ラバラにやって、学生にも「俺は学生には徹底
的に厳しく当たるのが教育と思っている。一々
全てに厳しく指導する」「俺は放任主義だ。好
きにやれ。それが大学だ」では困りますよね。
戦略的に時期を考え、バランスを考えて方針を
考えるのはよいですが、そうでなければ、学生
は混乱します。自分たちはどうしていくのかと
いう方向性をある程度まとめることが大切です。

教員間で、どういうスタイルが一番いいのかを
関連するデータを見ながら、議論すべきだと思
います。

現状をどのようにブレイクスルーするのか。
文科省は、大学マネジメントの課題を解決する
上で、様々な法律を作っています。教授会権限
を弱くし、理事・学長権限を大きくしている改
革も行いました。結果として、これがよいか悪
いかは、現在はまだ分かりませんが、新しい体
制を作る場合、それに対応するリーダーがい
るのかが問題になります。「理事長に代表権を
一本化しました」と法律を変えても、理事長が
「私は素人なのでよく分かりません」では困る
わけです。ルールだけが先行してもしようがな
いわけで、それに対応できる新しい人材が必要
になります。

最近の大学マネジメント上の一つの課題は、
教育・研究以外のいわゆる間接コストが増大
していることです。IR人材が必要なのですが、
新しく人材を雇う場合も、学内で独自にIR人
材を育成していく場合も、コストが増えます。
大切なことは、間接業務を行う組織はなるべく
軽くする方がよいということです。もともとは、
学生価値の創造と最大化が目的ですから、そち
らにもっと力を入れるべきです。ですから、必
要なリソースはアウトソーシングでもよいとい
うことです。例えば、コンサルタントから高額
の見積もり提示を受けても、教職員を新規に複
数年雇うより安いわけです。外部者に丸投げは
いけませんが、外部人材にも様々な人がいます
から、しっかりと情報収集し、自分たちに必要
な分析を得意とする人を探すことが大切です。

身の丈に合ったIT投資を行なうことが大切
です。最初は、エクセルで十分です。例えば、
私どもが利用しているソフトの場合、現在はそ
れほど高くありません。2010年から数千万円
をかけてシステム構築をスクラッチで行おうと
して、結局失敗し、その後、分かりやすくて見
やすいもの、操作して楽しいものを作ろうと考
えましたが、その結果がBIソフトの利用とい
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う選択につながりました。皆が分析結果を見な
がら、盛んに議論できるようなものにしないと、
システムは利用されません。専門家だけが見れ
ば分かるというものはよくありません。議論し、
合意形成につなげるため、ブラックボックス的
では決してない、開かれたIRをめざす必要が
あります。そのために、「共通言語」としての
データを用いて議論しましょうということです。
経験は大切ですが、それに加え、データも確認
し、事実を重視する組織文化を作っていこうと
いうことです。

Ⅳ．大学マネジメントへのIRのビルトイン

組織文化の醸成とICTの活用
問題発見と解決のフレームワークですが、大

切なことは、いくつかの制約条件があっても手
元にあるデータを分析してみることです。そし
て、①データを解釈し、仮説を立てる、②デー
タをもとに議論し、決断する、③計画を作って、
成果指標を作る、④アクションを起こして、結
果を、データをもとに評価する、という流れで
す。これを繰り返してやっていくことで、必ず
よくなっていきます。それが人間の有史以来の
営みですから、まずやってみようということで
す。

ICT（情報通信技術）を活用する場合、見て
分かりやすいものでないと利用が進みません。
議論を活性化させるものを作ることが大切です。
いかに現場の教職員に使ってもらえるか、それ
が最重要です。そうして初めて組織文化が醸成
されます。ITの専門家にしか活用できない難
解な仕組みではいけません。システム設計は、
それほど難しいものではありません。現場の担
当者が、見て理解できるものを作るということ
です。

単純なストラクチャーをつくる
大学マネジメントには、三層のシンプルなス

トラクチャーを作ることが大切だと考えていま
す。優先順位の高いのが、データを活用して起
案し、改善する層で、現場の教職員です。次に、
データ活用を推進する層で、管理者的な教職員
です。最後がデータ分析結果を形成する層で、
IRに責任をもつ教職員です。この順序を反対
に考え、データ分析を最重要視し、「あの専門
の先生が言うなら正しいのだろう」というのは、
リスクが高いです。統計の専門家なら学外にも
いますし、外注もできます。重要なことは、私
たちは何が見たいのか、何を知りたいのか、何
を議論したいのかをしっかり決めることです。

現状の日本の大学では、学内で本当に必要
なIR人材は、次のような人たちだと思います。
スタートアップの場合、学内のデータを収集す
る仕組みを作り、実際に集められる人です。コ
ミュニケーション能力の高い人が最適です。次
に、学内のデータ分析の要望に応える人です。
要望は、現場に行って聞かないといけません。
「お前にデータを渡して何ができるのか」から
始まって、「こういうものを作ってみました」
になって、「それではこれもやってくれるか」
というように進んでいくわけです。次に、現場
の教職員と共に議論できる人が必要です。現場
の議論になりますと次第についていけなくなる
のですが、「他大学はどうなっているの？」と
聞かれたときに、「それでは他大学のデータを
集めてみます」というようなことができる人で
す。こうした議論を進める中で、「このような
データは毎年必ず見ましょう」というデータ分
析結果の型が決まってくるはずです。データは
有限でも、組み合わせを作ると無限に近い組み
合わせができますが、その中でもこれが大事だ
と議論を重ねて決めれば、それを毎年見られる
ようにする。恐らく4、5年はそのまま継続し、
データをアップデートするだけです。4，5年
経った後に、「このデータ分析でいいのか」と
いうことになれば、新たなものを追加していく
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ということですね。IR人材に最も大事なのは、
データ分析を必要とする現場との信頼関係とも
言えるでしょう。

Ⅴ．大学の向かうべき方向―マーケティン
グの未来

マーケティングの新潮流
過去のマーケティングは、とにかく売ろうと

販売技術を競うことだったかも知れません。製
品開発が最も重要なポイントでした。洗濯機が
ない時代に、洗濯機を開発するわけですから、
洗濯機の色やデザイン、形等は誰も気にしませ
ん。機能が重要であり、同じものを大量に作っ
て、企業はテレビコマーシャルで宣伝し、大勢
が飛びつく時代です。

次の時代は、消費者志向の時代になります。
個々の消費者の満足が重要となり、差別化が始
まります。例えば、某社のフリースです。同じ
機能でも様々な色が用意されており、しかも一
色しか持っていない人は少ないですよね。2色、
3色と持っていて場面ごとに使い分けて、自
分を演出します。企業からは「あなたのために
作っています」というメッセージが重要です。
機能が大事な時代から、好き、嫌い、満足した、
という感情が大事な時代になります。企業は、
ユーザーと1対1の関係を作ろうとします。

現在は、新しい時代に入っています。この4、
5年でしょうか。新しいタイプの企業が成功の
兆しを掴んでいます。例えば、ゼロエミッショ
ン、循環型にして、工場からごみを一切出さな
い。類似のものでは、環境にやさしい、次世代
の環境にも配慮した等です。洗剤で言うと、汚
れを落とすという機能が重要でしたが、次の時
代になると、香りがいいですよ、肌にやさしい
ですよ、になりました。現在は、環境に対して
どうかということが入ってきます。環境に配慮
した商品を、値段は高くても、消費者は選択し
ます。機能、好き嫌いという感情、加えて、社
会性などの価値が加わります。これが、現在の
世界のマーケティングの潮流です。成功する企

業は、このような価値をもっているのです。
学校で言えばと、最初は、完全な先生が不完

全な生徒に知識を伝授する時代です。次は、先
生が個々の学生に向きあう時代です。先生と学
生が向き合って、お前も頑張ったな、先生あり
がとうございますと。そして、次の時代は、教
員、学生、それぞれがインタラクションをもっ
てつながりましょう、お互いの価値を高めま
しょう、コミュニティを作りましょう、何のた
めのコミュニティかといいますと、大学外の世
界にプラスの影響を与えるためです。学生の立
場だけを見てみると、最初はただ聞くだけ、次
は向かい合って聞いて話す、現在は同じ方向を
向いて価値を共有していくということです。

近年の大学では、「俺のゼミに入ったら大企
業に入れるぞ」や「公務員試験に受かるぞ」等、
そういうノウハウや短期的な価値ばかりに振り
回されてきたと私は思います。これはやはりあ
まりよくなかったのではないかと思います。本
質的なもの、100年後、1000年後の社会にどの
ようなプラスの影響を与えるのかが大切なわけ
です。大学がハブとなり、様々なステークホル
ダーを結び付け、コミュニティを作る。何の
ためかというと、社会に存在する、小さいもの、
大きいもの、様々なものがありますが、自分た
ちができる課題を解決していこうということだ
と思います。

東北では、東日本大震災後、大きな変化が見
られます。「学生はとにかく楽勝授業ばかりを
履修して楽をしたがる」と言われてきましたが、
毎週平日は授業のため大学に通い、土曜日曜は
被災地に通い詰めて、ボランティア等を通して、
本当に大きな価値を発揮しました。現在の学生
は、こういった社会性の高い活動を求めていた
のだと思います。それを大学側は「大企業に入
れるぞ」とやっていたから、反応しなかったの
ではないでしょうか。この点では、私自身も猛
省しています。人のため、社会のためというこ
とに対して、今の若い人たちは飛びつき、行動
します。文部科学省も、COC等を通し、「大学
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が地域のハブになりましょう」と言っています。
今までの大学は、ステークホルダーごとに相談
を受けて、何かを提供してあげるという姿勢
だったかと思います。そうではなくて、地域の
ハブになって、地域の全体の力で、地域を変え
ていきましょうということです。

最後に
最後になります。繰り返しになりますが、

IRで最も重要なことは、大学マーケティング
での活用にせよ、大学マネジメントでの活用に
せよ、「学生を知り抜く」ということです。そ
して、社会の「私たちに対する期待を知り抜
く」ということです。マーケティング手法には
様々なフレームワークはあっても、統一した手
法はありません。各大学が、自分たちに即した
方法で実施することが大切です。EMとIRは、
全国統一規格のようなものではなく、各大学が
それぞれの考えで、自分たちの大学をよくする
ために取り組むものです。特に学生調査は、学
生を知り抜くために行うものです。その他の目
的、例えば、研究業績、広報利用、認証評価対
応などを目的に入れてしまうと、影響は避けら
れません。評価に利用するためよい結果を出す
ための調査と、課題を発見するための調査は、
当然ながら設計が異なります。後者は、結果の
公開を原則的には行わない等のルールも必要で
す。

大切なことは、大学に関係する全ての者の価
値を創り出し、組織が一体となってそれを継続
して大きくしていくということです。それが、
大学マーケティング、大学マネジメントの要諦
ですが、これは1人では決してできないことで
す。ですので、研究者個人や特定の研究グルー
プだけの業績を目的とした研究には、向かない
活動です。組織一体として取り組むことで、効
果が上がるものです。

本日は長々とお話しいたしましたが、私ども
の経験が少しでもお役に立てればと思っており
ます。今後とも情報交換をさせていただきなが

ら、共に前に進められれば、ありがたいと思っ
ております。ご清聴ありがとうございました。
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基調講演「文部科学省 AP 事業採択記念 FD フォーラム」

学生に求められる能力とその評価

松下　佳代

京都大学　高等教育研究開発推進センター教授

　本日は、「学生に求められる能力とその評
価」についてお話しします。まず、�つの問い
を立てました。「学生に求められる能力とはど
ういうことか」、「その能力はどう形成されるの
か」、「その能力はどのように評価されるのか」
の�つです。本日は、1番目と�番目を中心に
お話しします。

1. 能力への注目
　1998年にベストセラーになった『老人力』は、
否定的に見られやすい「老人」の持つ力を、ポ
ジティブに評価するという非常に面白い本でし
た。その後も、2007年の『鈍感力』、2008年の
『悩む力』、2012年の『聞く力』と続けて「何々
力」や「何々する力」というのが、ベストセ
ラーになりました。これ以外にも、「何々力」
「何々する力」「何々能力」などが、巷に溢れ
ています。このような現象が、90年代の半ば
辺りから見られるようになってきたことが、能
力が注目される一つのきっかけだったと思いま
す。
　教育の分野でも、90年代以降、日本では
2000年代に入ってから特にそうですが、さま
ざまな形で「何々力」「何々能力」が提唱される
ようになってきました。私は、それらを総称し
て〈新しい能力〉と名付けました。〈新しい能
力〉とは、ポスト近代社会や後期近代社会と言

われる社会において求められるようになった能
力のことです。
　では、なぜ90年代以降に、こういう〈新しい
能力〉が氾濫するようになったのかと言うと、
ポスト近代社会や後期近代社会になって、これ
までの生き方の定番が揺らいできたからではな
いでしょうか。これまでは、「定番」に頼って
生きていればよかったところが、人々が自らの
力で人生のさまざまな局面を切り開いていかな
ければならなくなった時代、だからこそ教育の
世界でも教育以外の世界でも、「何々力」「何々
能力」が求められるようになってきたのではな
いかと思います。
　図1は、日本の90年代半ば辺りからの「何々
力」「何々能力」を一覧にしたものです。2014
年12月に出された高大接続答申では、「生き

図１
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る力」や「学力の三要素」が高大接続、つまり、
中等教育と高等教育の両方に一貫する必要な
能力として取り上げられています。したがって、
この表の中では初等中等教育と高等教育を区別
して書いていますが、そこに繋がりが出てきて
いるのが最近の動向だと言えるでしょう。

　高等教育では、若者の就職難という問題に対
して、厚生労働省がもっとも早く「就職基礎能
力」の必要性を訴えました。しかし事業仕分け
で事業が廃止されたため、現在の大学教育では、
経済産業省の「社会人基礎力」や文科省の「学士
力」の方が注目されています。世界的なところ
では、OECD-AHELOの「ジェネリックススキ
ル」などがあります。また、労働政策の中では
「エンプロイヤビリティ」という概念がかなり
早い段階で提唱されましたが、これは高等教育
の中でも使われる概念になっています。さら
に、年齢を限定せずに「キー・コンピテンシー」、
「人間力」、「基礎的・汎用的能力」などが提唱
されています。
　先ほど、「定番が揺らいできたことが『何々
力』『何々能力』という言葉の氾濫につながっ
ている」と申し上げましたが、その一つの例と
して「終身雇用制の揺らぎとエンプロイヤビリ
ティ」を挙げてみます。99年に日経連がエン
プロイヤビリティという言葉を使いましたが、
その背景にあったのは終身雇用制の揺らぎでし
た。
　では、エンプロイヤビリティがどういう概念
かについて説明します。図2は、日経連のエン
プロイヤビリティのモデルです。これまでの終
身雇用であれば、このBの部分だけで十分でし
た。このB、今いる会社の中で必要な能力、た
とえ配置転換などがあっても、その会社で必要
とされている能力を身につけていればよかった
ということです。ところが、労働移動が盛んに
なってくると、このCの部分がある人はいいの
ですが、Cの部分がない、即ちこの会社でしか
通用しない能力しかないのは困るので、たとえ

今の会社から移っても通用するような能力を身
につけていくために、Aの部分が必要となって
きます。しかも、その能力はこれまでのように
企業がお金を出した研修やOJT（オンザジョ
ブトレーニング）の中で身につけさせていくの
ではなく、自助努力で身につけていきなさいと
いうモデルなのです。そして、Cの部分は、さ
まざまな会社で必要となるため汎用性があると
いうことになります。これが、「汎用的能力」
や「ジェネリックスキル」と言われている背景
の一つになっているものだと思います。
　実際、「就職基礎能力」にあたる英語として、
厚生労働省は“employability”を用いていました。
社会人基礎力やキャリア教育答申の汎用的能力
も、このようなエンプロイヤビリティの考え方
を基盤にしていると思います。
　このように、社会の中の定番の揺らぎが能力
の氾濫につながっているわけです。

　では、このような〈新しい能力〉にはどんな
特徴があるのでしょうか。ここでは3点挙げて
おきます（図3）。

　まず、特徴的なのは、「対象・範囲の広さ」
です。ここまで説明してきたのは日本の場合で
すが、似たような概念が世界中で見られます。
それは、日本が世界の動向と並行して教育改革
を進めてきているということでもあるわけです。

図２
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　次に、「能力の中身の広さ」です。いわゆる、
知識・技能など認知的な面だけではなく、態
度・意欲といったような情意的な側面や、ある
いは社会的な側面として対人関係・コミュニ
ケーション、このようなものも含めて能力が
捉えられるようになってきました。それは単に
知っているだけではなく、それを必要な場面で
使えることが求められるようになったことを表
しています。実際に、社会に出て何かをしよう
とすると、一人ではなく、何人かの人達と共同
でコミュニケーションを取りながら進めていく
ことになります。しかもそれには、ある一定の
意欲、それに向かう方向性・ベクトルが必要に
なってきます。そのようなところから、単に認
知的な側面だけではなく、情意的側面や社会的
側面も求められるようになってきたのだと言え
るでしょう。
　それから、「教育への影響の大きさ」として
見逃せないのが、能力が教育目標であるだけで
はなく、評価対象としても設定されていること
です。創価大学のAPでも「学修成果の可視化」
が謳われていますが、可視化をして評価をする
わけで、評価されるということは学生にも教員
にも大きな影響を与えます。これも世界中で見
られる特徴です。

2. 学生に求められる能力
　今まで前提的なことをお話ししてきましたが、
「学生に求められる能力」とはどういうものか
について、特に影響力のある能力概念を5つほ
ど挙げます（図4）。

　例として、経産省の「社会人基礎力」文科省
の「学士力」を挙げますと、分野別質保証のた
め、教育課程編成のための参照基準が日本学術
会議の分野別分科会の中で進められています。
そこでは、分野に固有の能力とジェネリックス
キルを分野ごとに設定しなさいということが言
われています。
　海外でも多くの例がありますが、特に日本
の教育に対して影響力の大きいものとしては、
AAC&U（全米大学・カレッジ協会）の「本質
的学習成果（Essential Learning Outcomes）」
という考え方があります。それから「Tuning 
Project」はヨーロッパから始まり、今では世
界中に広がっているものですが、この中では、
一般的なコンピテンスと分野別コンピテンスと
いう概念が抽出されています。これらはお互い
に関係があって、例えばAAC&Uの本質的学
習成果と学士力は非常に近い関係にあります。
日本学術会議の考え方は、Tuning Projectの考
え方と非常に似ています。

　「社会人基礎力」について、「アクション」
「シンキング」「チームワーク」の3つはよく
取り上げられますが、そこには知識が全く入っ

図３
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ていないように見えます（上のモデル図）。た
だし、もう一つ大きな枠組（下のモデル図）で
見ると、「社会人基礎力」というものは「基礎学
力」や「専門知識」と相互作用しながら培われ
ていくものであり、「基礎学力・専門知識を活
かす力」ということになっています。ここの能
力と知識の関係を見落とさないようにしないと
いけません（図5）。

　図6は、本質的学習成果と学士力を比較した
表ですが、両者を並べてみると、4つの大きな
カテゴリーも、その中のサブカテゴリーも非常
に似通っていることがわかります。学士力を見
たときに「統合的な学習経験と創造的思考力」
というものがつかみにくかったのですが、本質
的学習成果の方では、「統合的学習」となって

いますね。AAC&Uでは、例えばキャップス
トーン科目という、日本でいう卒業研究のよう
な科目で、この統合的学習を行うことになって
います。そう考えると、「統合的な学習経験と
創造的思考力」の意味するところもわかりやす
くなります。いずれにせよ、文科省の学士力が、
AAC&Uの本質的学習成果という考え方に強
く影響を受けて提案されていることがおわかり
いただけるかと思います。

　では、なぜ学習成果が目標になるのでしょう
か。これも2000年頃からの傾向だと思います
が、ここでいう学習成果は実際に達成された
学習成果ではなく「期待される」、英語でいう
expectedやdesiredという形容詞が付く学習成
果のことです。「期待される」、「求められる」
学習成果。つまり、実際に学習した結果という
よりは、むしろ学習の成果を生み出すようなも
のとして、目標に掲げられています。
　日本学術会議の分野別質保証のための参照基
準（図7）には、1番目、2番目が身に付けるべ
き基本的な素養ということで、知識・理解と能
力が挙げられ、さらに能力には、分野に固有の
能力とジェネリックスキルが入っています。3
番目の学習方法と評価方法についても、それぞ
れの分野で基本的な考え方を決めるよう促して
います。4番目は、専門教育と教養教育との関
わりです。このように、知識以外と能力、能力
も分野別の能力だけではなく、ジェネリックス
キルも含めて各分野で設定するようにとしてい

図７

図５
注：図は、経済産業省「社会人基礎力」のウェブページ…
（http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/）より引用。
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るわけです。

　これと非常に近い関係にあるのが、Tuning 
Projectです。チューニングとは、オーケスト
ラのチューニングのように、国境を越えた大学
間で、さまざまな楽器が一つの曲を奏でるよう
にお互いに調整しながらカリキュラムの枠組み
を共有していこうという考え方です。元々は
ヨーロッパで始まり、今では世界中に広がって
います。2010年当時で53カ国でしたが、現在
は日本でも、Tuning Japanとして国研にチュー
ニング情報拠点が立ち上がっています。
　Tuningでは、目標を能力（コンピテンス）と
して抽出し、それに基づいてカリキュラムを作
り、授業学習を行い、そして評価をします。こ
のようなサイクルで質保証を行っていくという
流れが作られています。ここでの能力（コンピ
テンス）とは、各大学の学位プログラムを履修
した総合的な学習成果として、学生が獲得する
ことが期待されている、知識・技能・態度が有
機的に結合したものを指します。
　コンピテンスは、知識と並列する概念として
使われることもありますが、ここでは、知識を
含み、さまざまな要素が有機的に結合したもの
と捉えられています。では、どのようにコンピ
テンスを抽出していったのかというと、大学教
員、卒業生、雇用主の三者に質問紙調査を行い、
上位にリストされたものを選ぶというやり方で、
三者異なる利害を持った人達の意見を集約する

形で、一般的なコンピテンスが抽出されていま
す。

　ここまで、欧米と日本の高等教育で、〈新し
い能力〉についてどんな議論が行われているか
を見てきましたが、ここで「学生に身につけさ
せたい能力」を考える際の3つの論点を挙げた
いと思います。1番目は、「知っているだけで
なく行えること」ことです。これに関しては、
カナダの高等教育の研究者であるジェームズ・
コテ氏が「アイデンティティ資本モデル」（図
9）を挙げています。これまでは人的資本と社
会関係資本が重要とされてきましたが、「エイ
ジェンティック・スキル」という行為主体的な
能力も必要になってきており、この後期近代社
会を生きていくためには、このような能力も必
要になっているという議論が展開されています。

　2番目は、一般的能力と分野固有の能力の
関係です。Generic（一般的）というと何とな
くぼんやりとしていますが、Genericはむしろ
Transferable（転移可能）と考えたほうが良い
と思います。具体的にはこのようなモデルで考
えています。問題解決能力を例にとると、各分
野で特徴のある問題解決能力というものがあり
ます。その分野固有の特徴と、ある程度分野を
超えた共通性があるわけです（図10）。学生た
ちは、分野の中での問題解決能力を身につけな図８
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がら、その分野独自の特徴と分野を超えた共通
性の部分の両方を意識・認識することによって、
異なる分野・文脈にも転移させていけるように
なります。このようにして、徐々に自分の能力
の適用範囲を広げていくと考えると、Generic
が曖昧な能力の概念ではなく、実際に学ぶこと
と結びつけて考えやすくなると思います。

　3番目は、汎用性をもつ深い知識を身につけ
るということです。〈新しい能力〉論の多くで
は、「ジェネリックスキル」に見られるように
スキルの汎用性に目が向けられることが多いの
ですが、私は、「スキル」だけでなく「知識」に
ついても、他の場面に転移できないものと、非
常に広がりのある、さまざまな場面で使えるも
のがあると考えています。小田中直樹氏は著作
の中で、「生きる力」という言葉を使いながら、
さまざまな社会の現象を捉えるための、まさに
「生きる力としての経済学の概念」があると述
べています。例えば「分配」や、今であれば「格
差」などは、さまざまな現象に幅広く使える、
転移可能な概念だと言うことができるのだと思
います。
　McTighe & Wiggins（2004）は、このよう
な知識とスキルに見られる深さの軸を「知の構
造」という図式で表しています。例えばアメリ
カ史で第二次大戦を教えるときに、「ヒトラー
がドイツで政権を取ったのは何年だった」のよ
うな事実的知識があります。そして、より深い

ところへ掘り下げていくと、「戦争の中には“正
義の”戦争とみなされるものがある」というよ
うな一般化された命題があります。このロジッ
クは、ベトナム戦争の時にもイラク侵攻の時に
も使われてきましたし、現在であればテロとの
戦いでも使われています。このように、一般化
された原理や概念を深く理解した学生であれば、
今後似たようなことが起きたときに、「これに
はあれが使えるのではないか」と自分の見方を
広げていけます。そのような力を、大学生であ
ればぜひ身につけてほしいと思います。
このような知識は、理解するのは大変ですが、
いったん理解してしまえばなかなか忘れない
ものです。私は「忘れ残り」と呼んでいますが、
多くの細かいことは忘れてしまっても、根本
の考えの部分は忘れないで残っているものです。
学生には、そのような知識を是非授業の中で身
につけていってほしいと思います。

3. 学習評価の構図
　さて、ここまでは、現在、世界的に見られる
〈新しい能力〉の流れをふまえながら、学生に
求められる能力についてお話ししてきました。
ここからは、では、そうした能力をどう評価す
るのか、についてお話ししていきたいと思いま
す。
　学習成果への注目が特になされるようになっ
てきたのは、2008年の学士課程答申あたりか
らだと思います。学習成果に注目するというこ
とは、「教員が何を教えた（つもり）か」から、
実際に「学生が何を学んだか」に目を向けると
いうことです。そうすると、学習成果をどう見
るか、どう評価するかが問題になってきます。
現在行われている学習評価は、「直接評価」と
　「間接評価」、それから「心理測定学的パラダ
イム」と「オルターナティヴ・アセスメントの
パラダイム」、この2つの軸で捉えることがで
きると思います。2012年の中教審の「質的転換
答申」で、アセスメント・ポリシーという言葉
が使われていて、さまざまな測定の手法が例示

図 10



基調講演「文部科学省 AP 事業採択記念 FD フォーラム」 55

されていますが、それもこの2つの軸からでき
る4象限の中に位置づけることができます（図
11）。学修行動調査は第Ⅱ象限、アセスメント
テストは第Ⅲ象限、ルーブリックや学修ポート
フォリオは第Ⅳ象限に当たります。

　各象限の具体例をタイプ別に挙げると、ミ
ニッツペーパーは、タイプⅠです。学生調査、
例えばさまざまな能力についてどの程度身につ
いているかを5件法などで答えさせる調査など
は、タイプⅡです。センター試験は、タイプⅢ
です。レポート・卒業論文・プレゼン・口頭試
問・プロジェクト・卒業制作・模擬授業・模擬
裁判などはタイプⅣにあたりますが、大学の中
では学習成果を測る重要なエビデンスになって
きます。これらのものをどのように評価すれば
よいのか、どうデザインすればよいのかが、こ
の後のメインテーマになります。
　まず、直接評価－間接評価という軸から見
ていきましょう。両者の違いを一言で言うと、
「間接評価」は、学生が自分は何ができると
思っているか、さまざまな能力について自分は
どのぐらいできていると思うかを彼らに答えさ
せるのが特徴です。一方、「直接評価」は、実
際に何か知識・技能を表出させて学生の学習成
果を直接に評価する、実際に何ができるのかを
見るものです。何ができると思っているのかと
いう学生の自己認識を通して評価をすることが

間接評価であり、表出させたものを評価するの
が直接評価です。
　もう一つの軸は、「評価の2つのパラダイム」
（図12）です。

　特に、評価目的・評価基準・評価データの違
いを見ると、両者の違いがよくわかります。例
えば、標準テストや学生調査のように定量的
なデータが出てきて、客観的に評価ができるも
のは、集合体で利用されることが多く、アカウ
ンタビリティのために使われたり、あるいはプ
ログラム評価のために使われたりします。ただ、
それでは一人ひとりの学生の成長を見たり、指
導したりすることは難しくなります。そこでは、
質的データも用いながら、個々の実践者（教員
や学生自身）が、主観的ではあっても恣意的に
ならないよう間主観性をもった評価を行うこと
が必要になってきます。

4. パフォーマンス評価とルーブリック
　間接評価・直接評価と2つのパラダイムは、
掛け合わせるとさまざまなタイプの評価の違い
が見えてきます。
　なかでも、本日焦点を当てるのは、評価方法
のうち、真正の評価やポートフォリオ評価、パ
フォーマンス評価と言われるものです。真正の
評価やパフォーマンス評価について一番わかり
やすいのは、自動車の運転免許が挙げられます。
自動車の運転免許、例えば仮免でも実際に運転

図 11

図 12
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させてみて、その運転能力を見ます。このよう
に、実際に何かを遂行させたり、卒業制作であ
れば実際にプロダクトを作らせたりして、それ
を評価する方法、つまり、パフォーマンス（実
演や作品）を通じて評価する方法が「パフォー
マンス評価」です。その中でも、例えば仮免と
本試験を比べると、本試験は路上検定で行われ、
より本物らしさが高まっています。パフォーマ
ンス評価の中でも、シミュレーション的に行う
場合もあれば、より本物に近い場面で行う場合
もあります。パフォーマンス評価の中でもより
本物らしさを備えたものを「真正の評価」とい
います。実は、論者によって概念の説明の仕方
や関係付けの仕方が異なりますが、私は、この
説明の仕方が一番わかりやすいと思っています。
また、学習のエビデンスになるものは他にも客
観テストやワークシートなどさまざまあります。
それらを全部束ねてポートフォリオにして、ど
のように自分が学習者として成長してきたの
かを振り返りながら評価する、それが「ポート
フォリオ評価」です。
　なぜか日本の大学教育の中では「ルーブリッ
ク評価」という言葉が頻繁に使われています。
しかし、これは日本の大学教育に特異な現象
で、アメリカでは「ルーブリック評価」という
言葉はほとんど使われません。なぜかと言うと、
「ルーブリック」というのはオルターナティ
ヴ・アセスメントの評価基準にすぎないからで
す。私は、ルーブリックだけ一人歩きさせるの
ではなく、あくまでもパフォーマンス評価の中
で、そのルーブリックをどう使うかということ
を発想すべきではないかと考えています。
では、パフォーマンス評価とは何か、どのよう
に作るのかということになりますが、これをモ
デル化したものが、図13になります。
　能力については、それ自体を見ることはでき
ません。例えば、力持ちという場合でも、普通
の人が持ち上げられないような重たい物を持ち
上げられるという観察可能な事象にして、それ
を解釈する形で、「この人はすごい力持ちだ」

と言っているわけです。したがって、能力を評
価するということは、それ自体、その能力その
ままを評価することはできないので、何らかの
事柄を行わせて、その解釈をして、能力がある
かないかを判断しています。パフォーマンス評
価において、この能力を可視化するところで使
われるのが「パフォーマンス課題」であり、そ
の可視化されたパフォーマンスから、そこにど
んな能力が表れているのかを見るときに使われ
るのが、「ルーブリック」ということになりま
す。
　大学教育はパフォーマンス課題の宝庫だと思
います。ですが、評価基準については、ほとん
ど教員の主観に委ねられてきました。ルーブ
リックというのは、パフォーマンスの質を段階
的・多面的に評価するための評価基準表ですが、
これは、大学教員のようなエキスパートが持っ
ている鑑識眼、見る眼を明示化して、複数の教
員間や、教員と学生の間、あるいは教員と他の
部外者との間で共有できるようにするための
ツールです。普通これは、図14のようなマト
リックス形式で書かれることが多いです。
　元々は質的なデータでも、このルーブリック
を使うことで、量的にも表現できる可能性が生
まれてくるということで、ルーブリックはかな
り使われるようになってきているのだと思いま
す。質的転換答申でも言及されましたので、そ
れによって拡がってきていますが、元々は政策
云々ではなく、高次の能力を学生に身に付けさ

図 13
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せなければならない、その能力をどう評価する
かといったときに、あまりできないところから
よりよくできる、見事にできるというような、
能力や出来具合の幅、連続体の中で、ある段階
を区切ってその質的差異をとらえようとするも
の、それがこのルーブリックです。
　ルーブリックの例はさまざまありますが、こ
こでは、AAC&UのVALUEルーブリック、関
西国際大学のコモンルーブリック、そして山口
大学、新潟大学で開発されたルーブリックをご
紹介したいと思います。VALUEルーブリック
は、大学間で科目横断的に共有されており、関
西大学のコモンルーブリックは学内で科目横断
的に共有されています。また、私も開発に関
わった山口大学や新潟大学歯学部の場合は、特
定の科目において教員間で共有されています。
このようにそれぞれのルーブリックがどう共有
されているかという点で見ると、それぞれ階層
が異なります。
　まず、VALUEルーブリックは、本日最初
の方でお話しした「本質的学習成果」を評価
するためのルーブリックです。VALUEと
い う の は、Valid Assessment of Learning in 
Undergraduate Education（学士課程教育にお
ける妥当な学習評価）のことですが、これは何
に対して言っているのかといえば、単にリテン
ション率や標準テストではない、本当に妥当な
評価という意味をこめて、validと言っている
のです。

　VALUEルーブリックには、批判的思考の
ルーブリックや倫理的推論のルーブリックな
ど16のルーブリックがあります。これは特定
の科目のために使われるルーブリックではなく、
4年間かけて使われる長期的なルーブリックで
す。また、VALUEルーブリックは、1300校以
上あるAAC&Uの加盟校に共通のルーブリッ
クとして提案されています。そのため、実際に
使うときには、自分の大学・部局や科目に合わ
せてローカライズすることが必要になりますが、
そのプロトタイプとなるような、大学間で科目
横断的に共有されるものとして作られたのがこ
のVALUEルーブリックです。
　例えば図15は、文章コミュニケーション
VALUEルーブリックですが、大まかに言って、
「ベンチマーク」というのは1年生、「キャッ
プストーン」は4年生を指しています。

　１年生と4年生での変化を見ることで、学生
がどれだけ成長したか、逆に言うと大学はどれ
だけ学生を成長させることができたかを見られ
るように作られています。
　図16は、バイオロジーの1年生の科目で使
われたルーブリックです。いくつかのVALUE
ルーブリックから自分の科目に合わせて段階設
定をして、得点化して使われています。このよ
うに自分の大学・部局・科目に合わせてアレン
ジして使うわけです。
　関西国際大学のコモンルーブリックは、ライ

図 14

図 15
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ティング、プレゼンテーション、リサーチとい
う、さまざまな科目で共通して必要になるであ
ろうスキルを取り上げ、それに6段階に設定し、
下位学年用と上位学年用に分けて使われていま
す。段階が0から6に分けられ、0から3までが
下位学年用、3から6が上位学年用になってい
ます。全体を通して、1年生から4年生を終え
る時までの成長が見られるようになっています。
　山口大学のコモンルーブリックは、全学必
修の初年次科目「山口と世界」で使われていま
す。統一科目名で、統一の目標を立てています
が、実際にはそれぞれの教員が自分の専門を活
かしながら担当するので、学生に調査をさせる
人もいれば、研究に近いことをさせる人もいれ
ば、商品開発をさせる人もいます。そういう多
様性を包含できるような形で作られているのが
コモンルーブリックです。それぞれの教員が自
分の担当する「山口と世界」の特徴に合わせて
修正できるようになっています。
　「山口と世界」コモンルーブリックの規準は、
「発見する、はぐくむ、かたちにする、分かち
あう、振り返る」という学習活動のプロセスに
沿って作られています（図17）。
　「分かちあう」では、例えば商品開発であれ
ば、実際開発した商品を地元の人たちに味わっ
てもらったりしながら、そこからも評価を受け
ます。単に教員や学生仲間からだけでなく、部
外者からも評価を受けるように、評価を外に開
くことも行われているわけです。

5. パフォーマンス評価の開発事例
　ここまで、VALUEルーブリック、関西国際
大学のコモンルーブリック、山口大学のルーブ
リックについてご紹介してきましたが、新潟大
学歯学部のルーブリックを含めたパフォーマン
ス評価の開発には、私もかなり深く関わったの
で、もう少し詳しくお話ししていきましょう。
新潟大学歯学部では、目標として「新潟大学歯
学部版学士力」を設定し、その評価については、
レポート評価とPBLテュートリアルのための
評価を開発しています。「新潟大学歯学部版学
士力」では専門的能力と汎用的能力、知識・理
解、態度・姿勢の全部で25項目挙げられてい
ますが、このような能力を育てる上で重要な取
り組みになっているのがPBLテュートリアル
です。
　PBLテュートリアルの進め方ですが、まず、
ある事例をシナリオで読ませます。最初の段階
では学生はまだ知識が限られているので、一応
解決策を立てますが、さまざまわからないこ
とが出てきます。そこで学習課題を設定します。
ここまでを最初の１時間で行います。その次の
週の授業までに、それぞれ個別で学習課題につ
いて調査をします。1週間後に、それぞれが持
ち寄った知識を統合して、最初の仮説でよかっ
たのかを検証して、自分たちの解決策を立て直
していきます。このプロセスには教員がテュー
ターとしてつきます。また、個人学習とグルー
プ学習、教室内と教室外の学習を組み合わせて

図 16 図 17
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いることも特徴です。
　問題解決には知識も必要なので、新潟大学で
は1週間の授業の中に、PBLテュートリアルと
それに関係する講義や演習など、授業形態の異
なるものがうまく組み合わされています。その
ため、あるPBLを行う時には、それに必要な、
知識に関係する内容を講義で扱うようになって
います。
用いられるシナリオは例えばこんな感じです。
あなたは新潟大学医歯学総合病院の歯科衛生士
で、タバコが生きがいだが、歯周病を発症して
いて糖尿病もあるという患者さんに禁煙指導を
することになったというような設定です。糖尿
病があると、歯周病は悪化しやすいらしいです
ね。そういうことも学生たちはまだ知らないの
で、学習課題を立てて、自分で調べながら、ど
うやってタバコが生きがいの人に禁煙指導をし
ていくかを考えていきます。
　では、PBLテュートリアルがめざす問題発
見・解決能力や自己学習能力、知識の統合的理
解などをどのように評価したかについてですが、
大きく3段階に分けて評価しました（図18）。も
ともとPBLではトリプルジャンプという方法
がありましたが、これはその改良版で「改良版
トリプルジャンプ」と名づけています。問題発
見から解決策の提案までにあたるステップⅠ、
Ⅱは、ワークシートを使って筆記課題で評価し
ます。解決策の実行にあたるステップⅢは、解
決策をロールプレイで実演してもらって、その

場でフィードバックもします。

　このようなプロセスを評価するために、ス
テップⅠ・Ⅱ用まとめて一つ、ステップⅢ用で
もう一つ、ルーブリックを作成しました。
きょう前半の方で、問題解決能力を例に挙げて、
「同じ問題解決能力でも、＜分野固有の特徴＞
と＜分野を超えた共通性＞がある」というお話
をしました。例えば、このPBLで開発したルー
ブリックについて、どういうところに学問分野
の独自性が入っているかというと、やはり対人
相手の仕事ですので、問題解決をするというの
は他者に働きかける形でなされます。共感的態
度やコミュニケーション、あるいは患者さんと
のやりとりの中で情報を絶えず取り入れ、情報
を統合しながら解決していかなければいけない
というところに、その分野独自の特徴が表れて
います。しかし逆に言うと、それ以外のところ
は、問題発見から解決策の実行、結果の評価に
いたるまで、かなり問題解決一般に通ずる特徴
もあります。このようにして問題解決能力をと
らえて、ルーブリックを作成しました。
　図19は、学生の変化を表したグラフです。2
年生前期と後期でどのくらいルーブリックの
得点が変化したかを示しています。この評価
を行ってみてとくに興味深かったのは、学生
の感想です。例えば「ステップⅢを行うことで、
PBLが将来現場に出た時に役立つものになる
のだとわかりました」という声がありました。

図 18 図 19
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PBLのシナリオは教員が実際に出会った症例
などを使って作られているので、将来出会うか
もしれない問題だということを学生は理解して
いるはずだと思っていたのですが、実はそうで
もなかったようです。今回、先生を模擬患者役
にしてロールプレイを行ってもらったのですが、
自分で一人で考え、実際にやってみて、初めて
PBLが何のために行われていたのかがよくわ
かったということなのですね。思った以上の手
ごたえでした。

6. 学習評価のこれから
　最後に学習評価のこれからについてお話しし
ます。文科省の調査によると、ルーブリックは
実は思ったほど広がっていないのです。よく
ルーブリックの効用として、「ぶれない」とか
「時短」とか言われますが、実際は、ルーブ
リックを使ってもそれなりにぶれます。また、
時短についても、アメリカのように教員が学
生にきちんとフィードバックしている場合は、
コメントする代わりにルーブリックを素早く
チェックすればよくなるので時短になりますが、
日本の場合、大抵はレポートを出しっぱなしで
終わりということが多いですね。それだと、こ
れまでよりも評価が面倒になります。そのため、
アメリカのようにTAをレポート評価で活用で
きず、また、これまでほとんどフィードバック
をしてこなかった日本の教員にとっては、必ず
しも時短になるわけでもありません。したがっ
て、日本の場合、こうした面でのルーブリック
の効用は小さいのではないかと思います。むし
ろ、一番大きいと思うのは、評価主体としての
学生を育てるというところです。
　先ほどのPBLのように、評価自体が学習に
なるような場合、ルーブリックは有効です。学
習と評価を結びつける言葉として、「学習の評
価」、「学習のための評価」、「学習としての評
価」という言葉がありますが、3番目の「学習
としての評価」は、学生自身も評価主体になる
評価です。特に今回行ってみて痛感したのは、

評価そのものが学習経験になるということでし
た。評価を評価としてのみ行うのではなく、学
習経験にもなるような評価を作るということで
す。そのためにも、評価それ自体が学びになる
ような評価をいかにデザインするかが重要です。
そうなれば、パフォーマンス評価、あるいはそ
の中で用いられるルーブリックにも意味がある
のではないか、と思います。
　最後に、さまざまなタイプの学習評価の関係
についてお話ししておきたいと思います。現在、
大学教育に対して、アカウンタビリティや質保
証の要請が強くなっています。その中で、タイ
プⅡでは、IRのための学生調査が普及してき
ました。タイプⅢでは、OECD-AHELOや業者
作成による標準テストが実施されるようになっ
てきています。私は、タイプⅣにこだわってい
るのですが、それは学習としての評価という可
能性がタイプⅣに最もあると思っているからで
す。
　機関レベルでのルーブリックによる評価は、
アメリカでは2013年の調査で約70%に達し、
最近の数年間で大きく伸びていますが、日本は
たった約3%です。やはり、日本の場合さまざ
まな障害があると思います。特に評価負担の大
きさに繋がらないようにしなければ、おそらく
あまり広がっていかないのではないでしょうか。

7. 今後の課題
　最後に今後の課題を挙げておきたいと思いま
す。１番目は、学生に学問分野に根ざしながら、
一般性（汎用性）を持つような能力をどのよう
にして形成していくかということです。今日は、
新潟大学歯学部の取組を引きながら、問題解決
能力の例をお見せしたつもりです。2番目には、
それぞれ4つのタイプの学習評価の特徴を把握
して、その目的に応じて使い分けたり、組み合
わせたりすることを通して、学習成果を包括的
に評価していくということです。このときには
おそらく、政策レベルと実践レベルの違いやプ
ログラムレベル（機関レベル）や科目レベルの
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違い、そのようなことも考慮しなければならな
いだろうと思います。3番目には、評価疲れに
陥らないようにするためにはどうすればよいか
ということです。私は、一石二鳥を狙うことが
大切だと思っています。評価を通じて学びを深
めるというのが一石二鳥ですが、評価開発を通
じてFDが進んでいくこともありますので、一
石二鳥になるだけではなく、三鳥でも四鳥でも
狙っていけると思います。ちょっとした知識な
どは、パフォーマンス評価などする必要はない
ので、より評価負担の軽い評価と組み合わせて
使って、ここぞという時にしか重たい評価を使
わないという、そういうメリハリも必要ではな
いかと思っています。
　きょうは長時間、ご清聴ありがとうございま
した。

≪質疑応答≫
質問：
　制度設定のところで気を付けることについて
お伺いします。特に何か先生がされた点で、も
う少し参考になるようなことを教えていただけ
ればと思います。可能な限りで結構ですのでよ
ろしくお願いします。

松下先生：
　例えば、PBLの評価があります。普段の
PBLはグループで行っています。グループで
協働的に学ぶことにはいい面もたくさんありま
す。しかし、逆にグループ学習では、フリーラ
イダーの問題が生じたり、責任の所在が明確に
ならなかったりすることもあります。それで、
PBLの評価では課題に一人で取り組んでもら
いました。一人PBLみたいなものです。一人
ですが一週間は空けてありますので、その間に
資料を調べたり、人と相談したりすることはで
きます。そして最後のところでは、自分が学ん
できたことを、実際にパフォーマンスさせます。
これはとても重要です。
　私は今、大阪府の教育センター附属高校で演

劇ワークショップのパフォーマンス評価を行っ
ています。そこでは、クラスの中で7 ～ 8人ず
つのグループを組んで、ゼロから自分たちで演
劇を作っていきます。平田オリザさんの流れを
汲む演劇ワークショップですが、自分たちで演
劇を作っていって、まずクラスの中で演じ、そ
の後で今度は各クラス代表になったグループが
ホールの舞台で演じます。そういうパフォーマ
ンスがあるごとに生徒たちはどんどん伸びてい
きます。こうした機会を設けるのはとても重要
だし、単に教室に閉ざされないで、他の人から
も評価をしてもらう機会を設けるという点で重
要ではないかと思っております。
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Writing in English is a diff icult skill for many 

English-as-a-Second-Language (ESL) students. 

There are many factors to this problem, but one of 

the biggest is that English writing comes with a 

culture-specific view of idea organization that can be 

very different from students’ first language and their 

cultural writing practices. This case study presents 

an approach to writing that was based upon the 

authors’ experiences with the difficulty of teaching 

low level first year students at a Japanese university. 

The case study looks at the cooperative learning 

activities that were designed to help students 

organize their ideas and reduce their anxiety when 

writing paragraphs. Although this specific case study 

looks at the paragraph style of compare and contrast, 

the pedagogy used is adaptable to fit all paragraph 

styles, as it describes how to break paragraphs 

into pieces that can be fitted together to make an 

organized whole. Through an activity based on 

structured writing, the authors show how the method 

can support even low level students to achieve a 

strong English paragraph; and how to teach the 

basics that will help any level student write with 

more clarity. This case study includes all support 

material as well as a detailed explanation of the 

technique so that any teacher can help their students 

outline the drafting steps for process writing, which 

builds student awareness of structure of a paragraph. 

Grading rubrics that reinforce organization and 

structural requirements are also included to give a 

holistic view of the technique.

The impetus for this case study was based on the 

authors’ personal experiences and frustrations with 

teaching English paragraph writing to low level, first 

year students at a Japanese university. When faced 

with continuous student confusion, lack of clarity, 

lack of appropriate structure and disregard for the 

verbal instructions given; the authors’ reflected that 

a new approach was needed. Step by step guidance, 

clearly defined tasks, and both visual and written 

instructions in paragraph structure were needed; 

yet, the models shouldn’t merely be ones which the 

students would copy. As will be discussed further, 

the use of models would have played into the unique 

challenges for autonomy that Japanese university 

students face. The authors decided that they had to 

find a way to better support their students and allow 

them some measure of success in paragraph writing. 

This case study, therefore, is a justification for the 

technique developed as well as an explanation of 

said technique. The authors’ own class improvements 
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and continued struggles will act as a measure of the 

outcomes of this new instructional strategy.

Literature Review

As many teachers, researchers, and writers have 

discovered, there is a great cultural component in 

how English writing is designed. Kaplan (1966) 

was one of the first to analyze and attempt to codify 

contrastive rhetoric styles. He noted that there 

are large differences between the rather circular 

organization patterns of ‘Oriental’ writing and 

the straight line pattern of English writing. It is 

important to clarify that Kaplan himself, in 1972, 

made some adjustments to his overarching theory, 

but his original idea of cultural writing patterns has 

continued throughout his more recent works. Kubota 

and Lehner (2004) claim that Kaplan:

“[s]har[es] a similar assumption with the Sapir

–Whorf hypothesis on the relationship between 

language and culture, Kaplan’s earlier works 

explored a link between culturally specific logic 

or thought patterns and paragraph structures in 

English essays written by nonnative English-

speaking students”.

Hirose (2003) also notes the contrast in the English 

use of inductive style and the Asian use of deductive 

style. Although somewhat dated, similar analysis 

has come from Chinese students’ writing successes 

and difficulties in English (Matalene,1985). Fox, as 

early as 1994, was clarifying the rhetorical styles of 

languages and cultures on a more micro basis than 

the five major styles of Kaplan’s work. She called for 

student experience and the understanding their own 

cultures as being key to understanding how to access 

the rhetorical styles of English.

There has been much analysis of contrastive 

rhetoric between English and Japanese; and into 

what difficulties that Japanese students face writing 

in English (for example, see Kubota, 1998 and 

Cumming, 2012). Cumming (2012) lists many 

examples of areas of diff iculty encountered by 

Japanese writers of English, including over reliance 

on indirectness; English paragraph design (topic 

sentence, supports and concluding sentence); and 

Japanese first language (L1) structure interference 

(Japanese paragraphs tend to be structured in one, 

long paragraph that encompasses many ideas). 

Clearly, there needs to be some sort of instruction as 

to how the structure of English writing is designed, a 

call echoed in Conner (2002).

In a Communicative Language Teaching (CLT, see 

Littlewood, 1981) classroom, this need for instruc-

tion will involve scaffolding. Gibbons (2002) argues 

strongly for scaffolding, which he defines as a style 

of teaching that helps the student, with various stages 

of teacher support, in order to accomplish something 

that they would not have been able to accomplish on 

their own. This principle relies heavily on Vygotsky’

s Zone of Proximal Development (ZPD, reported in 

Tudge, 1992) and is closely related to the i + 1 in 

Krashen’s (1985) Input Hypothesis, wherein students 

develop when they comprehend input that is slightly 

more advanced than their current level. 

The call for scaffolding activities and course design 

is broad (see Price & Harkins, 2011 and Leki & 

Carson, 1997 for two strong examples). Nation’

s 2008 book on teaching ESL/EFL reading and 

writing offers clear, structural advice to teachers on 

how to lead students to organized writing. Barnard & 

Campbell (2005) argue that

…collaborative learning needs willingness 

on the part of all participants to learn with 

and from each other. The primary role of the 

tutor, as an expert or more capable partner in 

the ZPD, is to directly or indirectly scaffold 

this collaborative learning. This is done by 

providing appropriate resources, both material 
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and conceptual, and by creating and sustaining 

motivation in a psychosocially safe, but chal-

lenging, environment in which students can 

subsequently scaffold each other’s efforts in 

the creation of multivocal texts. (p. 85)

Yet even with all the recognition of the somewhat 

contradictory rhetorical styles of Japanese and 

English writing, there has been very little published 

on the use of scaffolding techniques in the teaching 

of English rhetorical patterns in Japan to Japanese 

EFL/ESL students.

Added to this lack in the formal call for scaffolding, 

there is the larger problem of a lack of writing 

instruction in English at the High School level. 

There is a small, but strong body of research from 

practitioners actually teaching in Japanese High 

schools that note the lack of writing instruction 

(see Brown & Wada, 1998 or Kobayashi & Rinnert, 

2002). Although the Japanese Ministry of Education 

has called for policy changes to require all four skills 

to be taught (reported in Hagerman, 2010 and Butler 

& Iino 2005), many teachers have noted that there is 

a wide gap between policy and reality. Kikuchi and 

Browne (2009) argue that with the pressures of uni-

versity entrance exams (which rarely include writing 

or speaking sections) looming strongly for both 

high school students and teachers alike, listening 

and reading become the focus of instruction, despite 

what the Ministry of Education recommends or man-

dates. Gorsuch (1998) argued that no matter what 

reform is introduced by the Ministry of Education, 

there are major obstacles which prevent widespread 

curricular reform. These include an over-reliance on 

Yakudoku (grammar-translation) activities. Kikuchi 

(2006) highlights another obstacle, that of the 

university entrance examination-oriented nature of 

classes, which tend to focus on receptive skills or 

translation skills.

Kobayashi & Rinnert, in 2002, used student percep-

tions of first language literacy instruction, and found 

that “Japanese high school language classes provide 

significantly more instruction in reading than writing 

and signif icantly less emphasis than American 

classes [as a measure of L1 English instruction]” 

(p1). They also report that although many Japanese 

high schools offer L1 (Japanese) writing instruction 

outside of normal class hours, these are for the 

purposes of memorizing acceptable university 

entrance exam essays (Kobayashi & Rinnert, 2002). 

No mention is made, from a student’s perspective, of 

learning to build a paragraph (or any kind of writing) 

in the L1, let alone an L2 (such as English). Taken 

together, these studies show that for many first year 

university students, the first four-skills or writing-

focused English class that they experience will 

indeed be their first experience of writing in English. 

This puts them at a strong disadvantage in terms 

of skill development as related to the three other 

skills of Speaking, Listening and Reading. The need 

for carefully planned scaffolding which takes the 

students L1 writing structure could not be stronger.

There is yet another hurdle to the teaching of English 

writing for Japanese students. The process writing 

style so common in ESL/EFL instruction, that of 

drafts and revisions; can be a somewhat challenging 

style for Japanese students to fully immerse in. 

Much has been written elsewhere in terms of the 

challenges in developing and readiness for autonomy 

for Asian students, and Japanese students in 

particular, which is beyond the scope of this paper. 

Yet there can be an underlying resistance to working 

without models and to revising work. Hyland (2000) 

encourages autonomy through feedback, and Suzuki 

(2008) found that Japanese English writers revised 

more and in a more meaningful way with peers than 

they did on their own. Barnard & Campbell (2005) 

choose to view “groups as a waystage for autonomy” 
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(p.85) in that group-think as preparation can be a 

useful tool to independent tasks. Finally Penaflorida 

(2002) calls for drafting and revising to be part of the 

assessment process in order to instill more autonomy 

in students. As Nation (2008, p.143) argues “[p]eer 

[f]eedback also allows those giving feedback to learn 

from seeing others’ pieces of writing and hearing 

what others say about them”.

Context

This method for paragraph instruction was carried 

out at a mid-sized, four-year university in Tokyo. 

The students involved in the classes wherein the 

authors tested this method were first year students. 

Almost the entire student body in these classes were 

monolingual Japanese students with a few Korean 

speakers included. None of the students in these 

classes are English Majors, they were from various 

faculties; including Literature, Law, Education and 

Economics. The university has a requirement of 

six English credits to graduate; these students were 

participating in a year-long required class that would 

result in four of those six credits. These specific 

classes meet twice a week for 90 minutes and 

typically contain anywhere from 15 – 26 students. 

The classes had been designated by the faculty as 

four-skills courses taught entirely in English, and for 

many of the students, this was their first experience 

with that kind of teaching.

The students that the authors taught had been 

placed in the second lowest tiered class based on 

TOEIC scores (approximately TOEIC 150 – 300, or 

IELTS 1 – 2). As many have noted, that in itself is a 

problematic way to level students – not the least of 

which because many students have a TOEIC score 

that does not include any written or spoken section; 

2014 saw a global total of 1,287,456 Listening and 

Reading test takers and only 24,000 Speaking and 

Writing test takers (Educational Testing Service, 

2014). With this grouping in mind, and having come 

to the conclusion through experience with first year 

university students that most high school English 

programs do not teach any sort of writing skills in 

English, the authors needed a way to explicitly lead 

the students through the building of writing within 

and past the sentence level.

This activity deals specif ically with one of the 

three kinds of paragraphs that the students are 

required to do for this particular course. Although 

the authors describe here the steps to reach the 

objectives for a compare and contrast paragraph, 

the method can be easily manipulated for any target 

structure paragraph. Both authors have used these 

general steps to teach argumentative, narrative and 

descriptive paragraphs with the same level classes.

Method:

The process of instruction here is  of equal 

importance as the content. The authors planned this 

method to be used over a period of four lessons, 

and the focus was primarily on process writing; 

complete with drafting, peer editing and redrafting 

before a final product was submitted to the teacher 

for grading. The authors feel that this is of prime 

importance, as it allows students time to fix mistakes 

in an atmosphere that has less pressure attached 

to it, and that can also allow for collaboration and 

support both from other classmates and the teacher. 

The authors have also chosen to work through this 

method by using visuals on a Microsoft PowerPoint 

platform. However, any visual representation method 

would also work.

Schema activation (Lesson 1 of 4):

Using photos of familiar people (in this case, Lady 

Gaga and one of the authors [the teacher for that 

class]), the teacher asks the students what each 

is doing throughout various times of the day (see 
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example slide in Appendix 1). This activates the 

familiar knowledge of verbs, the present progressive 

tense and comparative grammar as well as orienting 

the students to the content of the paragraph.

Eliciting (Lesson 1 of 4):

When the students have exhausted the comparative 

nature of Lady Gaga and one of the authors, they 

are then asked to answer questions that draw 

specific focus to comparative forms. For example, 

they are asked who is “more busy” and given the 

chance to change the incorrect form to the correct 

comparative “busier” (See Appendix 2). By focusing 

on the actual comparative idea as well as giving the 

students time to reflect on what correct grammar is 

needed, the activity scaffolds the eventual process of 

individualized writing.

The students are then asked to come up with 

examples for how each statement is true (as in the 

above example, students might recall how they saw 

many pictures of various activities throughout the 

day for the teacher but only a few for Lady Gaga 

– thereby making the suggestion that “[the author] 

is busier because she has many classes all day and 

Lady Gaga only had one concert”.

Structure (Lesson 1 of 4):

Once the information has been elicited and put 

into proper grammar formation (the supports and 

examples), the common hamburger or sandwich 

structure of the paragraph (Topic sentence, Reason 

1, example, Reason 2, example, Reason 3, example, 

Concluding sentence) is built with the students. 

Building with the student is key to the scaffolding 

momentum, as if the teacher simply gives the 

students a written model at this stage, the idea 

and importance of each section of the hamburger/

sandwich may often be difficult for students to fully 

understand. 

An umbrella analogy is also used to teach cohesion. 

All the items under the umbrella, in the analogy, are 

protect from the rain – and hence ‘belong’ under the 

umbrella. If the umbrella has a topic of animals, dogs 

and cats can be under the umbrella, but pizza cannot. 

This kind of easy, silly analogy proposes to simplify 

another common writing problem with these students 

– that of including unrelated information. By 

eliciting, at every stage, the reasons; examples; and 

the overarching topic sentence, it can become clear 

to the students what kinds of information they will 

eventually be asked to provide (see Cumming, 2012 

for a discussion of the difficulties Japanese English-

language learners face in writing).

The authors also added a color component to allow 

students to visually understand all the required 

pieces to the paragraph. The topic sentence and 

concluding sentence are shown to be shades of pink 

(to reinforce the structure, and that although each 

sentence can have different language, they should 

both be the same idea; in this example, that Lady 

Gaga and the teacher are not very similar). The 

authors then used dark and light pairs for each of the 

three reasons and examples (to illustrate, dark blue 

for Reason 1, light blue for its example) to show the 

connections between those pieces.

Again, constant eliciting in this stage for the ideas 

that the students can recall from the previous steps 

is key. The hope is that although they need the 

guidance of the structure, they can easily remember 

the content and the grammar that they need to report 

the content. Both the authors have had much more 

success with this kind of instruction than with either 

a hands-off approach or with providing written 

models.
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Planning (Lesson 1 of 4)

The next stage is an important bridge between the 

classroom example and the ability for the students to 

produce their own paragraph with different content. 

In class, students are asked to compare themselves to 

any famous person they want. The must write three 

ways they are similar or different to this famous 

person, with examples. The teacher provides a 

spatially and visually clear handout (see Appendix 3) 

to organize the information, reminding the students 

to logically build in the same process as the class 

example:

1)	 Decide on what is being compared (the students 

and the famous person)

2)	 List how they are similar or different

3)	 Find an example for each idea from step 2

4)	 Make an overall statement about similarity

These numbered steps correspond to the necessary 

points in the paragraph, while trying to avoid a 

common writing problem of making Topic sentences 

too narrow (hence, the creation of the topic sentence 

after the reasons and examples). The teacher is free 

to circulate and monitor throughout this in-class 

process to guide ideas and especially structure. Once 

the plan is complete, the next step is to have the 

student attempt a draft for homework.

Peer Editing (Lessons 2 and 3 of 4)

When the students each have a draft completed, the 

next step is to work through peer editing. There can 

be many drafts produced, however, for the authors 

felt that 2 drafts before a final version offered the 

students an appropriate amount of scaffolding while 

fitting into institutional requirements. The first peer 

edit (see Appendix 4) focuses on structure while 

the second (see Appendix 5) focusses on grammar 

points which were chosen from the textbook that 

each class must use. Again, the teacher should 

monitor and advise where necessary to support the 

students appropriately.

Rubrics (Lesson 4 of 4)

The last stage of the process is about how to deal 

with the students f inal, graded versions of the 

paragraph. There are many viewpoints on feedback, 

from one-on-one verbal meetings to the use of a 

simple writing code. The authors feel that no matter 

how the feedback is given, teachers should use a 

clear and detailed rubric for grading that shows the 

students how they can improve in the next piece of 

writing. The author’s rubric (see Appendix 6) always 

includes both the structural points and the grammar 

points from each peer edit, as well as general writing 

convention points. These specif ic items are of 

course open to change, yet the authors feel that by 

mirroring the peer edit points with the final product 

graded points, they are allowing their students a 

better chance at success as well as offering them 

motivation to succeed in the future. 

Discussion:

In terms of the successes of the methodology, the 

authors have identified, through a combination of 

qualitative student feedback and the aforementioned 

internal-rubric score improvements noticed by the 

authors, six key student- achievement areas. Both 

authors noted that across their classes, the students 

were aligning themselves to the structure through 

successive drafts and assignments. This is not 

surprising as it is the very goal and point of this type 

of instruction, but the specific focus on the structure 

of an English paragraph (topic sentence, reasons 

and supporting evidence, and then a concluding 

sentence) could be seen as a product of the explicit 

instruction and developmental design of the method. 

Secondly, the authors found that the students gained 

confidence in their overall writing abilities. Students 

would express a level of understanding and, in 
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feedback, would start to approach writing tasks with 

the internalized structure. The improvements the 

authors saw in terms of ideological support were 

encouraging signs that the method was adequately 

supporting students.

The internalization was noticed in other areas of 

writing in which the students were involved. The 

specific level classes that the authors teach and in 

which this method was used have a mandated Quick 

Write activity, in which the students must complete a 

series of timed writings that focus purely on fluency. 

Over the course of the two semesters of instruction, 

the authors noticed that all students improved in 

not only length of writing (which, again, is to be 

expected, in terms of practice) but also in terms of 

the gradual use of paragraph forms rather than the 

initial list-form that was so common in the early 

stages. Again, the lack of L2 writing training could 

be clearly seen in the free-form of a Quick Write in 

the beginning of the semester – the students would 

not only write disjointed thoughts, but they would 

rarely be in the structure of placing the next sentence 

on the same line as a completed one. By the end of 

the semester, after this explicit structure teaching 

method discussed in this article, most students were 

consistently writing in a paragraph style.

Another encouraging sign was the increased use 

of the Writing Centers at the site university. The 

Learning Support center at the university has one-

on-one writing consultation sessions wherein the 

student can get L1 or L2 support with an existing 

piece of writing. Although increased awareness of 

the existence of the Writing Center and how it can 

help the students would hopefully naturally increase 

over time, the authors found that the students were 

actively using the Writing Center as a way to check 

the structure of their own paragraphs. The students 

would independently seek out Writing Center 

appointments as a way to support their own use of 

structures and would give feedback to the authors 

about the clarifying support these consultations 

resulted in. Related to the use of the Writing Center 

was the raised awareness of grammar errors and 

usage. The two peer edits for each paragraph that the 

students had to complete seemed to gradually draw 

their attention to the consistent, basic level mistakes 

in grammar that they had been making. Again, time 

on task and practice could account for some of the 

improvement in grammar usage, but the explicit 

nature of the method both forced and reinforced this 

attention to grammar detail. 

Finally, in an overall course view, the authors noted 

an increase in the number and quality of ideas. This 

was noticed in all areas of the curriculum, not only in 

the writing component. In the beginning of semester 

one, both authors had noticed, and were concerned 

about, the students’ seeming lack of ability to come 

up with their own ideas. Throughout the semester 

the students began to access a level of comfort with 

defending opinions using facts or explanations, and 

in giving multiple reasons for an opinion. This was a 

great improvement over where these students began 

the semester, and the authors feel that the explicit 

structure of the forcing students to clearly define 

reasons of support on the group-think and planning 

stages of the paragraphs allowed the students support 

to approach many aspects of English discussion, not 

only specifically the writing of paragraphs.

It is worthwhile to note that of all the stages of this 

method, the peer edits represented a great deal of 

difficulty for the authors’ students. This could be 

due to a variety of factors, and it is suggested that 

if other practitioners plan to use this method, great 

attention be paid to this skill. In part, this is why 

the authors chose to break these activities over two 

lessons, as the task could be taxing and complicated 
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for students new to this idea. One area that the 

authors had adequately anticipated difficulty with 

was the training in how to use the Peer Edit Rubrics. 

These would undoubtedly be new to the students 

(in that first introduction lesson) and therefore the 

authors carved out a 30 min section of the lesson 

to work through the Peer Edit 1 sheet with the 

students, checking their understanding step-by-step. 

This, as stated, was anticipated and therefore dealt 

with without being too problematic for the authors. 

However, the cultural resistance or confusion to 

the idea of the task was not fully understood by the 

authors before they undertook this activity. It may be 

that the senpai-kohei (senior-junior) relationship so 

important to Japanese society affected the students 

in their resistance to giving what they may have 

perceived as criticism to their equal peers. Certainly 

once the training in how to use the Peer Editing 

Rubrics was f inished, the students continued to 

find it uncomfortable to do so. The authors feel, 

however, that even with the difficulties in training 

students in how to use the Peer Edit Rubrics, as well 

as the possible cultural considerations, the activity is 

worthwhile and useful for its awareness-raising at the 

very least. Checking other’s work for the same issues 

that the paragraph will finally be graded on offers 

students a chance to not only recognize the attributes 

of good writing, but also to adapt to the idea that 

writing, at least in English class, is a process of 

drafting and editing. They can be scaffolded by their 

own changes as well as by the direct intervention of 

classmates and the teacher.

Conclusion

No formal attempt to measure the success rate of 

the students in internalizing English paragraph 

structure was undertaken, in part because there is 

no single, field-wide agreed upon rubric for English 

paragraphs. Using the rubrics for paragraphs that 

were internally developed by the authors, however, 

showed that students slowly gained confidence and 

mastery of the structure of English paragraphs. 

The informal feedback from students also lead the 

authors to gauge that the style of instruction was 

working. Many students from the five classes where 

this method has been used have noted in course 

feedback that they felt that they now understood 

how to write a paragraph (after having completed 

the course). These are, of course, not scientifically 

reliable statistics, but they show a trend of students 

developing mastery and perhaps, more importantly, 

confidence in their own abilities in terms of English 

paragraph writing. As argued above, the building of 

confidence, autonomy and awareness of structure 

were some of the original goals of this method. 

These goals seem to have been achieved for these 

classes.

The need for explicit teaching of English paragraph 

structure is strong. Given the contrasting rhetorical 

styles between Japanese and English writing; the 

lack of English writing instruction in Japanese 

high schools; and the possible L1 interference 

from Japanese university entrance exams essay 

memorization; this need calls for a direct answer 

in the pedagogy. Here, the authors have attempted 

to develop a method that will directly answer the 

scaffolding needs of the student population; one that 

will take into account autonomy sensitivities while 

avoiding the dangers of model use. The apparent 

success of the students involved in this method 

make it open to use with teachers across Japan, both 

within universities and without. The adaptability of 

the method allows it to be used with any English 

paragraph style, and therefore makes it entirely 

adaptable to the specif ics of university course 

design. Teachers are encouraged to edit the content 

of the method to suit their local needs, while still 

keeping the theoretical design that allows for student 

success. While this will obviously not work for the 



事例報告 71

entirety of the student body in Japanese universities, 

and cannot be seen or used as a fix-all, there are 

strengths and aspects of this method that can be used 

in any setting. It is the authors’ hope that educators 

in Japan will be able to take this method and use it 

in their own journey of student support with English 

writing.
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編集規程

2011年 6 月21日制定
2013年10月15日改訂

創価大学学士課程教育機構（以下、「機構」という。）は、『The Journal of Learner-Centered 
Higher Education』を編集・刊行するために以下の規程を定める。

1．目的
機構は、高等教育改革に関する実践的・学術的研究を促進し、教職員への啓発を目的として『The 
Journal of Learner-Centered Higher Education』を刊行する。

2．名称
機構が刊行する研究誌の名称は、『The Journal of Learner-Centered Higher Education』とする。

3．刊行期日
本誌は、年１回刊行し、刊行期日は、原則として７月初旬とする。

4．刊行事務
本誌編集は、創価大学学士課程教育機構『The Journal of Learner-Centered Higher Education』
編集委員会（以下、「編集委員会」という。）を設けて行う。

5．編集委員会
編集委員会は、編集委員長の任命をもって組織する。

6．編集委員長
編集委員会委員長は、学士課程教育機構長が兼務する。

7．事務局
編集委員会の事務局は、総合学習支援オフィス内に置く。

8．投稿者
本誌に原稿を掲載できる者は、次の各号に掲げる者とする。
1．創価大学の教職員および大学院生
2．その他、編集委員会が認めた者

9．構成
本誌に掲載される原稿は、次の各項に掲げるジャンルに属するものとする。ただし、第２項に掲げ
るものにあっては、編集委員会が別に定めた審査委員会の審査を経たものに限る。
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1．特集：高等教育改革の特定テーマに関する寄稿論文
2．投稿論文：高等教育改革に関する研究論文や事例報告、研究ノート、調査レポートなど
3．講演会及び研究集会の記録：センターが主催した講演会及び研究集会の記録
4．その他：編集委員会の判断による

10．言語
原則として、日本語および英語とする。

11．体裁
本誌に掲載される原稿は、A4 版、2 段 40 行とする。

12．執筆要領
執筆要領は、別に定める。

13．配布先
本誌の配布先は、別に定める。

14．その他
その他、必要な事項は編集委員会がこれを定める。
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投稿・執筆要領

1．投稿資格
『The Journal of Learner-Centered Higher Education』に投稿できるのは、創価大学所属の常勤
教職員、非常勤教職員、学生、およびその研究協力者とする。

2．投稿原稿の内容
大学における高等教育改革について、その実態調査、教育改革方法論、教育改革実践活動、教育に
関する FD 活動・SD 活動などの成果を共有し、高等教育改革を進めるために、研究論文、実践・
調査報告、提言などを掲載する。

3．投稿原稿の種別
投稿原稿の種別は、研究論文、事例報告、研究ノート、調査レポートとする。
●　研究論文は、高等教育改革に深く関連するものであり、実証的または理論的研究の成果であり、

オリジナリティが明記され十分な文献が表示されていること。
●　事例報告は、高等教育改革の実践、教育方法やその効果の調査などについてその経過・成果ま

たはプロジェクトのまとめなどが記載されていること。
●　研究ノートは、研究論文と同様に独創的な内容が要求されるが、断片的または萌芽的な研究の

論文で、研究論文ほど完成度は要求しない。しかし、それと同等の価値のある内容を含むこと
が期待される。

●　調査レポートは、学士課程教育機構が教育改善・FD 推進に資することを目的に行なった調査
報告のうち、本学関係者の理解に役立つと思われるものを選び、掲載するものである。

●　掲載される原稿等の分量（日本語の表題・著者名、英語の表題・著者名・抄録、日本および英
語のキーワード、図表を含む）の上限は、原則として以下とする。ただし、編集委員会が認め
る場合はこの限りではない。

　　　　研究論文　　　　20,000 字（英文 8 千語）
　　　　事例報告　　　　20,000 字（英文 8 千語）
　　　　研究ノート　　　10,000 字（英文 4 千語）
　　　　調査レポート　　10,000 字

4．投稿と掲載
投稿は電子媒体によるもののみを認め、編集委員会が定める期日を締め切りとし、査読および校正
を経た後、本誌に掲載する。投稿原稿は、編集委員会のメールアドレス（seededit@soka.ac.jp）に
電子媒体で送付する。

5．原稿の体裁
 (1)　原稿の体裁については、A4 判、上下左右に 25mm のマージン、1 行 45 文字、1 ページ 40 行

というフォーマットで作成すること。なお、本誌の 1 ページは 24 字× 40 行× 2 段（1 段
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960 字）の 1920 字である。図は１つにつき、半ページから 1 ページ程度のスペースを必要と
するので、適宜本文の字数を減らすこと。

 (2)　1 ページ目には表紙をつけ、論文タイトル（和文の場合は日本語 ･ 英語両方、英文の場合は
英語のみ）、執筆者（複数の場合は全員）の氏名と所属（いずれも日本語 ･ 英語両方）、査読
結果等の連絡先（郵送先・電話・ファクス・E-mail アドレス）を記載すること。

 (3)　2 ページ目には、冒頭に「論文タイトル」（和文の場合は日本語・英語の両方、英文の場合は
英語のみ）、続けて 3 ～ 5 語のキーワード（和文の場合は日本語・英語の両方、英文の場合は
英語のみ）を記載すること。なお研究論文の場合は、併せて「抄録」、「Abstract」を記載す
る。研究論文（和文）の場合は「抄録」（400 字程度）と「Abstract」（200 語程度）、研究論
文（英文）の場合は「Abstract」のみ記載すること。事例報告・研究ノート・調査レポート
には「抄録」、「Abstract」はつけなくてもよい。

 (4)　見出しレベルは節・項・目の 3 つまでにとどめ、それぞれゴシック体にする。
 (5)　和文は常用漢字・現代仮名遣いを用い、句読点には「、」「。」を用いる。
 (6)　図と表は必要最小限にとどめ、それぞれ連番を付し、簡潔な見出しをつける。
 (7)　注は、本文の末尾に「注」というセクションを設け、一括して記載する。
 (8)　本文中での注の指示は、カギ括弧で連番を付して示す。例：[1]、[2]、…
 (9)　本文中で引用された文献は、注のセクションの後ろに「引用文献」というセクションを設け、

アルファベット順にすべて漏れなく記載すること。
(10)　本文中での引用文献の指示は、著者名・刊行年を小括弧に入れ、カンマで区切って示す。そ

の際、外国人名は原語で表記する。
(11)　同じ著者で同一刊行年の文献を複数引用する場合は、それぞれ刊行年の後ろにアルファベッ

トを付して区別すること。例：2004a、 2004b、 …
(12)　英文原稿は、APA スタイルに準ずる。

6．査読
 (1)　査読は投稿された原稿の種別に応じて適切に行う。
 (2)　原則として研究論文、事例報告にはそれぞれ 2 名、研究ノートには 1 名の査読者をつける。
 (3)　査読料は原則として出さない。
 (4)　査読に対して異議が出されたときは、編集委員会の合議のもとで調整する。
 (5)　査読者の選定は編集委員会の合議のもとで定める。但し、専門分野の査読候補者の提示を著

者に求めることがあり、著者は可能な限りそれに応じなければならない。

7．校正
 (1)　校正は、編集委員会を通して行い、著者校正を原則とする。
 (2)　校正は、編集委員が投稿原稿を PDF ファイルに変換したものを著者に送付後、著者自身が確

認する。
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Submission Guidelines for the Journal of Learner-Centered Higher Education,

An Annual Publication by the School for Excellence in Educational Development (SEED), Soka University

1. Eligibility

Authors must be full-time or part-time faculty, staff members, or students of Soka University, 
or a research partner of such.

2. Article Content

The Editorial Committee of the Journal welcomes the electronic submission of original works, 
including field research, research reports, educational methodologies, FD/SD activity reports, 
and educational addresses, which are primarily related to higher education reform.

3. Article Types

The Journal publishes four types of articles:

1) Research Paper: original and sophisticated insights into challenging issues related to higher 
education reform, based on significant findings from high quality practical research, well-
supported by academic references

2) Case Study: the process and outcomes of educational practices and projects based on field 
research

3) Research Note: original and sophisticated insights based on practical research; less in-depth 
than Original Research

4) Survey Report: beneficial reports contributed to education improvement and faculty 
development

The maximum length of each type of article, including title, author(s) names, references, and 
figures, is:

1) Research Paper: 20,000 characters in Japanese or 8,000 words in English
2) Case Study: 20,000 characters in Japanese or 8,000 words in English
3) Research Note: 10,000 characters in Japanese or 4,000 words in English
4) Survey Report: 10,000 characters in Japanese
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4. Submission and Publication Process

Only articles that are electronically submitted by the due date to seededit@soka.ac.jp are 
considered for publication. Articles will be published after being peer-reviewed, accepted, and 
proofread.

5. Formatting

1) Use A4 page size, with 25mm margins on all sides.
2) On the first page, write the title in both Japanese and English for Japanese written articles, 

and only in English for English written articles. Also, write the full name of each author, 
the institution and departmental names, home address, phone and fax number, and email 
address on the first page.

3) On the second page, write the title and 3 to 5 keywords in both Japanese and English for 
Japanese written articles, and only in English for English written articles. For Research 
Paper written in Japanese, write the abstract in both Japanese (apporox.400 characters) 
and English (approx. 200 words), and only English abstract is necessary for Research 
Paper written in English. The abstract is not necessary for Case Study, Research Note and 
Survey Report.

4) Follow APA-style formatting.

6. Peer Review

1) Peer review is conducted according to the type of article: Two peer reviewers are assigned 
for Research Paper and Case Study, and one peer reviewer for Research Note.

2) Peer reviewers do not receive any type of compensation.
3) In the case of an objection to the peer-review outcome, the Editorial Committee will make 

the final decision.
4) Peer reviewers are selected by the Editorial Committee. The Editorial Committee may 

alternatively request the author to select peer reviewers.

7. Proofreading and Revision

1) Proofreading is conducted by the author with advice from the peer reviewer(s) and the 
Editorial Committee.

2) After submission of the proofread article, the Editorial Committee will return the article to 
the author as a PDF file. It is the responsibility of the author to check the submission for 
possible errors and provide feedback to the Editorial Committee by the specified deadline.
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